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総合科学技術・イノベーション会議 

第10回 基本計画専門調査会 

 

1.日 時  令和２年11月18日（水）９:59～12:21 

2.場 所    オンライン会議 

3.出席者 （基本計画専門調査会 委員） 

 上山隆大委員、梶原ゆみ子委員、小谷元子委員、小林喜光委員、

篠原弘道委員、松尾清一委員、江崎浩委員、遠藤典子委員、大

隅典子委員、五神真委員、永井良三委員 

      久能祐子アドバイザー 

     （政府側） 

井上信治大臣、林肇内閣官房副長官補、別府充彦内閣府審議官、

板倉康洋文部科学省科学技術・学術政策局長、森晃憲文部科学

省大臣官房審議官、杉野剛文部科学省研究振興局長、萩原崇弘

経済産業省大臣官房審議官、高江慎一厚生労働省研究企画官、

柳孝内閣府政策統括官、江崎禎英内閣府大臣官房審議官、髙原

勇内閣府大臣官房審議官、千原由幸内閣府大臣官房審議官、柿

田恭良内閣府大臣官房審議官、佐藤文一内閣府大臣官房審議官、

清浦隆内閣府参事官、渡辺栄二内閣府参事官、渡邉倫子内閣府

参事官、永井岳彦内閣府政策統括官付参事官（統合戦略担当） 

       

4.議 題 

（１） 研究力の強化について 

（２） 次期科学技術・イノベーション基本計画の骨子（案）について 

（３） その他 
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  【配布資料一覧】 

  資料１－１  知のフロンティアを開拓する多様で卓越した研究の推進につい

て 

  資料１－２  大学本務教員数および研究大学本務教員数の調査結果、将来推

計等について（精査中） 

  資料２    変革の原動力となる大学改革の推進について 

  資料３    次期科学技術・イノベーション基本計画の骨子（案）（概要） 

  資料４    次期科学技術・イノベーション基本計画の骨子（案） 

  資料５    松尾委員意見 

  資料６    大隅委員意見 

  資料７    菅委員意見 

  参考資料１  基本計画専門調査会 構成員名簿 

  参考資料２  大学本務教員の年齢構成について 
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開 会 

 

【上山会長】 

  それでは、本日はお忙しい中、御出席を頂きまして、ありがとうございます。 

  ただいまから第１０回の基本計画専門調査会を開催いたします。 

  今回の会議も新型コロナウイルス感染症対策の観点から、オンラインでの開催とさせてい

ただきます。 

  本日は、非常に有り難いことに井上大臣に御出席を頂いております。開会に当たりまして、

まず井上大臣の方から御挨拶を頂きたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

【井上大臣】 

  皆様、おはようございます。科学技術政策担当大臣の井上信治でございます。第１０回基

本計画専門調査会の開会に当たり、一言御挨拶を申し上げます。 

  臨時国会の冒頭、菅総理は所信表明演説の中で、新型コロナウイルス対策と経済の両立、

デジタル社会やカーボンニュートラルの実現などを重点的に取り組む事項として掲げまし

た。いずれも科学技術・イノベーションの力なくしては前に進めることができません。そ

の今後の方向性を決める次期科学技術・イノベーション基本計画は菅政権の成長戦略その

ものと言っても言い過ぎではないと思います。 

  本日のテーマは、「研究力の強化」です。本日は、若手研究者の研究環境の充実、女性研

究者活躍についても議論されると思います。研究力の強化に当たっては、多様性の確保も

考慮していただきたいと思います。 

  我が国の中長期発展のために最も必要なのは、結局「人材」と考えています。研究の世界

においても、博士を含む研究人材の育成と活用は、時間はかかりますが、中長期視点で見

れば一番の近道だと思います。こういった骨太な議論を本日は進めていただきたいと思い

ます。 

  また、本日御審議いただく次期基本計画の骨子にある５年間の研究開発投資目標や世界に

伍する規模の大学ファンドにつきましては、政府内において現在調整を進めております。

基本計画の肝となるものであり、これらをしっかりと位置づけてまいります。本日の議論

の中で、これらに対する委員の先生方の思いも伺えればと思います。 

  世界で一番イノベーションに適した国を実現するため、引き続き先生方の御協力を申し上
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げ、私からの御挨拶とさせていただきます。 

 

【上山会長】 

  どうも大臣、ありがとうございました。 

  カメラの方は、ここで御退室の方をお願いいたします。 

  本日は出席が１２名、欠席が７名、橋本委員、梶田委員、安宅委員、北岡委員、菅委員、

十倉委員、濵口委員です。出席者については、座席表で御確認を下さい。 

  それでは、早速でございますけれども、議題に入ります。 

  まずは議題１です。議題１は「研究力の強化について」ということで、最初に事務局から

説明をお願いします。 

 

【柿田審議官】 

  内閣府官房審議官の柿田でございます。 

  資料１－１及び資料２について説明いたします。 

  まず資料１－１の１ページです。現状認識といたしまして、アカデミアにおける閉塞感、

また、我が国の研究力の相対的な地位低下という課題があるということ。それから、複雑

な社会問題が連続するような、いわば非連続な社会の中で０から１を生み出すような知の

重要性、これが極めて大事であるということが再認識されていると考えております。 

  そういう状況の中で、「あるべき姿」としまして、未来の社会変革や、未知の困難に対応

するための価値創造につながる知の多様性、卓越性を確保していく。とりわけ、若手を含

む研究者が誇りと展望を持って研究に打ち込む。そうした中で卓越した成果を創出し続け

ていけるような環境を作っていく。さらには、その担い手となる博士課程の学生の処遇の

向上、さらにはキャリアパスを拡大していく。そして、その博士がアカデミアはもちろん

のこと、社会全体で活躍していく。このような状態に持っていくということが重要である

と考えております。 

  ２ページに主な検討項目として、①～⑦を掲げております。 

  ①番目は、博士課程学生の処遇の向上。 

  ②番目は、若手研究者のポスト。 

  ③番目が女性研究者の活躍。 

  ④番目、⑤番目は、国際共同研究及び研究時間の確保。 
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  ⑥番目が人文・社会科学。これは、先の国会で科学技術基本法を２５年ぶりに本格改正い

たしまして、その中で人文・社会科学も含めて科学技術を総合的に進めるという方向にな

りました。それを受けて次期基本計画にそのことをしっかりと反映していくということで

す。 

  それから最後、⑦番目が競争的研究費の改革です。 

  このうち、今日は時間の関係と、資料をあらかじめご覧いただいているという前提で、ポ

イントについて説明いたします。 

  まず博士課程の処遇の向上についてです。３ページに、今年１月に総合科学技術・イノベ

ーション会議で決めていただいた若手研究者支援総合パッケージの関係資料を示しており

ますけれども、一番左に博士前期課程、いわゆる修士課程で学んだ学生が博士後期課程に

進み、そして若手研究者、さらには中堅・シニア研究者へと、アカデミアの中で活躍して

いくパスがあります。 

  それぞれの段階において、キャリアパスを拡大していくということ、それから積極的に学

べる環境を構築する、また、経済的な支援、これをしっかり進めていく。 

  若手研究者については、安定的なポストを作っていくということが課題になっております

し、シニアの段階でも研究に専念できるような環境を作っていくということが大きな課題

です。 

  それから、緑色の部分、アカデミアの中でのマネジメント人材、ＵＲＡ（Ｕｎｉｖｅｒｓ

ｉｔｙ Ｒｅｓｅａｒｃｈ Ａｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｏｒ）、エンジニアとしての活躍の

場。さらには、産業界で博士人材が積極的に採用され、活躍していくということを示した

ものでして、それぞれの事柄について数値目標なども設定されている状況です。 

  したがいまして、次期基本計画では、このパッケージで掲げられた課題への対応、また数

値目標についてしっかりと盛り込んで閣議決定をして政府として進めていくということが

基本になると考えております。 

  ４ページの博士課程学生の処遇向上ですけれども、「あるべき姿」のところを御覧いただ

きますと、二点目の「優秀で社会のリーダーとなり得る学生が博士後期課程に進学する」

と。これは基本ですが、その中で、博士を目指す学生が博士課程の段階でも研究者として

扱われると。よって、研究活動に対する適正な対価が支払われることが当たり前の状態に

なるということが重要かと考えます。 

  また、キャリアパスを拡大し、産業界、官公庁でも今まで以上に活躍していけるようにな
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るということを目指すべきであると考えます。 

  「指標」のところですが、経済支援の関係では、パッケージの目標において、将来的に希

望する博士後期課程の学生が生活費相当額を受給できるようにするとしております。加え

て、２０２５年度までの、次期基本計画期間中において、修士課程からの進学者数の約５

割に相当する人数規模の学生が受給できるということを、まず目指すべきではないかとし

ております。冒頭に井上大臣からもお話がございましたが、今、大学ファンドの検討が進

んでおります。したがって、そういった新たな施策も踏まえながら、さらに、この博士課

程の学生支援の問題については、しっかりとした目標設定をさらに検討し、パッケージで

示された目標を超えるものを次期基本計画に設定するべきではないかと考えております。 

  それから、産業界における採用者数、これはパッケージで示した目標値を入れていくとい

うことかと考えます。 

  博士課程の処遇向上の問題につきましては、これまでも第３期、第４期、第５期の基本計

画でも、学生の２割相当が受給できることを目指すという目標値が掲げられてまいりまし

たけれども、目標達成に向けた具体的な施策の裏付けが十分ではなかったのではないかと

いう反省に立ちまして、６ページにありますけれども、ＪＳＰＳの特別研究員制度の拡充

をはじめ、この③番目、対価がしっかり払われるのが前提ということを先ほど申しました

けれども、ＰＩ、教授の先生が獲得した競争的研究費の中から、ＲＡ（リサーチ・アシス

タント）としての経費を博士課程の学生に対してしっかりと支払っていくと。このことを

ガイドラインの策定や関係府省の申合せを行って確実に進めていくことが重要であると考

えております。 

  このような具体策を次期基本計画にしっかりと盛り込んで、目標の達成を図ってまいりた

いと考えております。 

  ７ページ、検討項目の②点目、若手研究者のポストの確保の問題です。 

  「あるべき姿」の一点目に、博士号取得後１０～１５年頃までには、テニュア、いわゆる

任期のない職として独立した研究者になれるような、そういった展望を若い時期から、少

なくとも修士、または博士課程の段階で学生がそうした展望を持ってしっかりと博士号を

取得することができるようにしていくべきであると考えます。 

  指標としましては、４０歳未満の大学本務教員の数を１割増加、そして将来的には４０歳

未満の割合を３割以上にするということ。これは、これまでの基本計画でも掲げてまいり

ましたけれども、目標達成にはまだ至っていない状況です。 
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  この本務教員といいますのは、テニュア及びテニュアではない任期付きの方も含む教員の

数を指しておりますけれども、次期基本計画におきましては、安定したポストをしっかり

と作っていくという観点から、主要指標の二つ目のところ、２０２５年度までに研究大学

における３５～３９歳の大学本務教員に占めるテニュア教員と、テニュアトラック教員、

これらを安定的な職とみなし、その割合が２０１９年度、これが最新のデータですので、

その数値の１割増以上となることを目指すと。これにつきましては、３９ページにグラフ

がありますけれども、２０１３年と２０１９年の比較をしておりまして、年齢階層ごとに、

一番下の青色が任期なし、その上の黄色がテニュアトラック、そしてその上の緑色が任期

付きの教員です。赤い数字は全体に占めるパーセンテージですけれども、このような形で、

「３５～３９歳」のところ、これは全分野の合計値ですが、テニュアとテニュアトラック

を足すと、この年齢層の中で４６．３％がいわゆる安定的なポストに就いているというこ

とで、この割合を１割増やしていく、つまり５０％を超える状態を目指していく、そのよ

うなイメージです。 

  続きましてキャリアパスについてです。１２ページに示しますように、先ほどの博士課程

学生の経済支援、それから安定的なポストを増やしていくということを進める中で、イメ

ージとして、「現状」が上、そして２０２５年に向けて、次期基本計画の推進に合わせて

下のような状態に持っていきたい。つまり、ＵＲＡ、マネジメント人材、エンジニアとい

ったプロフェッショナルとしての活躍のパスを拡げていくということ、それから産業界、

あるいは行政へ進んでいくというところも拡げていく、このような形に持っていくことを

イメージしています。 

  ③点目、１３ページの女性研究者の活躍促進についてです。これは言うまでもなくダイバ

ーシティの確保、とりわけ女性研究者の活躍促進は、研究力を向上させるために極めて重

要なことであると考えております。したがいまして、これもこれまでの基本計画で進めて

まいりましたけれども、今後の取組方針としましては、「指標」として二つ書いておりま

すが、大学における女性研究者の新規採用割合、これを理学系、工学系、農学系等々で目

標値を掲げて推進する。さらに、人文・社会科学も今回振興対象に含めますので、人文科

学系４５％、社会科学系３０％というような目標値を掲げてはどうかと考えております。 

  さらに、主要指標については、大学における学長、副学長、教授といった職階別のポスト

についても早期に何％、あるいは２０２５年度までに何％といったように、第５次男女共

同参画基本計画の検討が今並行して進められておりますので、そちらの検討とも連動する
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形で設定してはどうかと考えております。 

  時間の関係から少し飛ばしまして、２１ページの検討項目⑥番、人文・社会科学の振興に

ついて説明いたします。 

  冒頭でも申しましたように、複雑化する社会課題に科学技術・イノベーションで対峙して

いく、そのために、科学技術基本法の改正も契機として、人文・社会科学、それから自然

科学と併せた、いわゆる「総合知」、こういったものを生み出し、そしてそれを活用して

いくという方向かと考えます。 

  今社会で問題になっておりますコロナのような感染症、あるいは大規模な自然災害が毎年

のように頻発しております。これが、自然科学だけでは対応できず、社会科学的なアプロ

ーチ、また人の心理にも作用するような、行動変容にも作用していくようなことを総合知

で考えていかなければならないと考えます。 

  そういったことで「あるべき姿」として、このような総合知をもって科学技術・イノベー

ション政策を進めていく、そして様々な課題を解決していくことが当たり前の社会になっ

ていくと。 

  それから、三点目のデータの関係では、人文・社会科学研究の特性を踏まえた研究データ

基盤を整備していくとしております。 

  ２２ページは具体的な方向性です。これまで科学技術基本法では人文・社会科学のみに係

るものを除くということで、自然科学を中心として科学技術政策が進められ、例えば基礎、

応用、開発と研究開発を進め、社会実装につなげていく。そして、社会実装の段階で、い

わゆるＥＬＳＩのような事柄への対応として、そこで初めて社会科学が関わってくるとい

うような、極端な言い方をすればそのような流れがあったわけですが、今後はそういった

ことにとどまらず、目指すべき価値とはどういうものか、克服すべき、対応すべき課題は

どういうものなのかといったことを考える段階、課題を設定する段階から人文・社会科学

も含めた総合知をもとに取り組んでいく、政策を進めていくということかと考えておりま

す。 

  （１）に書いているような、人文・社会科学の価値発見的な視座を科学技術・イノベーシ

ョン政策に取り込んでいく。具体的には、例えば研究開発法人もそれぞれミッションがあ

りますが、自然科学中心の研究開発法人におきましても、こういった人文・社会科学的な

知見も積極的に活用していくと。そして、中期目標の設定の段階でもこういったアプロー

チを取り入れ、目標に反映していくということが必要なのではないか。 
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  （２）の競争的資金につきましても、例えば公募型の戦略研究の事業についても、総合知

の活用を主眼とするような目標設定を積極的に進めていってはどうか。 

  （３）の未来社会を見据えた人文・社会科学系の研究者が自然科学系の研究者、それから

社会の多様なステークホルダーとともに取り組むべき課題を考えて共創していく、そうい

った取組を支援するとともに、関係者のネットワークの形成を進めていくことが必要では

ないかと考えます。 

  ２３ページの（４）は、人文・社会科学分野の研究振興の充実・強化です。 

  （５）は、総合知を育む人材の育成。これは高等教育段階のみならず、高等学校の段階に

おきましても、実社会での問題発見、課題の解決、そういったことを事例にしながら幅広

い教育、実体験に基づくようなＳＴＥＡＭ教育を一層進めていく必要があるのではないか。 

  （６）がＤＸの関係です。データプラットフォームの構築でありますとか、大学図書館の

在り方、支援の在り方、この検討を進めていくことが必要ではないかと考えます。 

  次が検討項目の⑦番、競争的研究費改革です。こちらにつきましても、若手研究者支援総

合パッケージの中で打ち出されておりまして、「あるべき姿」のところですが、様々な競

争的資金が今存在しているわけですけれども、大括り化するとか、必要な制度改善、事務

手続や報告書等の簡素化とか、様々改善すべき点があります。そういったものを明らかに

し、進めていく。それから、ファンディングエージェンシー間の連携強化によって、研究

成果を制度から制度につないでいく、それを円滑化していく。 

  また、世界に先駆けて重要分野・エマージング分野を早期に把握して、ファンディングに

反映させるような仕組みを構築していく。さらに、全体最適を目指したファンディング・

エコシステムの見える化を進めていく。これらの事柄について、これまで関係府省の課長

級会議を開催し、検討してまいりました。具体的な方策については２５ページに書いてお

りますけれども、説明は省略させていただきます。 

  続けて、資料２の大学改革の推進についてです。 

  大学改革につきましては、上山会長を中心に進めていただいておりますＰＥＡＫＳ、こち

らで現場視点での議論がかなり進められてきておりますし、文部科学省におきましても国

立大学法人の戦略的な経営実現に向けた検討会議や、第４期中期目標期間における運営費

交付金の在り方検討会などが今進んでいるところです。そして、大学ファンドの検討、こ

れも今真っただ中です。こういった議論が年末に向けて進行しております。これらのアウ

トプット、検討の成果、それも取り込みながら、最終的には次期基本計画に入れていくと
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いうことになろうかと考えますが、本日は、現時点で大体見えてきている基本的な方向性

を資料に示しております。本日の議論及び今進んでおります各種の検討も踏まえて、最終

的な内容にまとめていければと考えております。 

  資料２の１ページの「あるべき姿」の二点目ですが、全ての大学が個々の強みを伸ばして

各大学にふさわしいミッションを明確化していくと。それによって多様な大学群、例えば

ワールドクラスの研究大学でありますとか、地方創生のハブとなるような大学、こういっ

た多様な大学群を形成していくことが必要ではないか。そして、各大学がそれぞれのミッ

ション達成に向けて教育研究等の活動を進めていく。そのような中で学生、研究者あるい

は社会が大学を選択し、人材も流動していく。こういった状態を作っていくことが必要で

はないかと。 

  具体的な方向性としては、国との自律的な契約関係に基づく大学の機能の拡張、戦略的な

経営を支援するための規制緩和、運営費交付金の改革、大学ファンドの創設等による財務

基盤の抜本的な強化。それと連動する形で、ワールドクラスの研究大学のための新たな法

的な枠組み、こういったことも検討していくことが必要ではないかということです。 

  第４期中期目標期間に向けて、今申し上げたような国との自律的な契約関係を進めていく

ための規制緩和でありますとか、事前管理型から事後チェック型に変えていくといったよ

うなこと、そして各大学が自身のミッションとして位置づける役割、機能を選択して、そ

のミッションについての成果に対して評価を受ける、このような関係性に持っていくべき

ではないかということです。 

  運営費交付金につきましても、先ほど申しましたような多様な大学群形成を実現するため

に、それぞれの大学のミッション達成を後押しするような運営費交付金制度を目指して、

第４期中期目標期間における新たな配分ルールを検討していく。 

  また、大学の財務基盤の抜本的な強化を進めるということに関連して、骨太方針で掲げら

れ、そして現在、検討が進んでおります大学ファンド、これを創設して、その運用益を活

用しながら世界レベルの研究基盤を構築するための仕組みを実現してまいりたい。そのこ

ともしっかりと次期基本計画に盛り込んでいきたいと考えております。 

  最後に４ページ、ワールドクラスの研究大学のイメージです。世界トップレベルで競える

ような研究者のみが結集して、その下で国内、海外の研究者や学生が最先端の研究を行え

る、そういった大学を作っていくと。そして、海外トップ大学に比肩するような研究環境、

また給与水準を実現する。そのためには、民間資金の大幅な増加等による財政規模を飛躍
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的に拡大させる必要があります。また、潤沢な基金によって大学の財務基盤を強化してい

くことも必要です。スタンフォード大学などの例も書いてありますけれども、このような

世界の有力大学と競える、世界に伍するワールドクラスの研究大学を作っていくためには、

一つには大学の強靱なガバナンス体制を作っていくということ、また、大胆な規制緩和も

進める必要があると考えます。さらに、先ほど申しました新たな法的枠組みを作って、横

並びではない形で、突出したワールドクラスの運営を可能とするような仕組み、こういっ

たものも作っていく必要があるのではないか。そして、財務基盤の強化や研究基盤の強化

等を進めるために大学ファンドを創設し、その運用益を活用していく。そのようなことを

進めることが必要ではないかと考えます。 

  説明は以上です。 

 

【上山会長】 

  ありがとうございました。 

  それでは、今二つの資料の説明を頂きましたけれども、主に研究力の強化と、それに関係

する大学改革の問題でございます。 

  早速意見の交換を行いたいと思います。御質問、御意見のある方は挙手をお願いしますが、

最初に松尾議員、大隅委員、菅委員から資料を提出していただいておりますので、その方

からお話を頂いて、その後、自由討議というふうに入りたいと思います。 

  では早速ですが、松尾議員の方からよろしくお願いいたします。 

 

【松尾議員】 

  私の方からは資料５を提出させていただいております。それで、時間が限られております

ので、かいつまんで、なるべく短時間で説明をさせていただきたいと思います。 

  私の方からは３点なんですが、１点目は、博士人材のキャリアパスでありまして、先ほど

から博士人材、大学、研究機関、あるいは企業等において研究職に就く以外に様々な分野

で活用が望まれるということなんですけれども、今日の私の１点目は、このキャリアパス

としてアカデミアの中で、先ほどから話が出ておりますＵＲＡ、あるいはエンジニア、技

術職員としてしっかり活用すべきであるという立場から意見を述べたいと思います。 

  それで、私の資料を何枚かめくっていただきますと、４枚目にパワーポイントの資料が出

てきますので、それを１枚めくっていただいて、下に番号があって、２というところなん
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です。アカデミア、研究機関等における研究者、これを支援といいますか、一緒にマネジ

メントをしてやっていく人材として、ＵＲＡ、これは主に研究全体のマネジメントをやる

と、それから技術職員、エンジニアは研究支援、技術開発といった側面からサポートする、

そして事務を入れて、この３者が研究者と一体になって研究をすることによって大変高い

研究の生産性、あるいは産学連携を生み出していくということで、その次の３ページに、

そのうちの「ＵＲＡの制度と課題」というのが書いてあります。 

  結論としては、現状のところ、ここでＰｈ．Ｄ．が活躍するような安定的職業とは言い難

いということと、それからＵＲＡの総数はまだ全国で１，５００名ということで、大変少

なくなっています。 

  次の４ページ、５ページのところは、名古屋大学のアメリカ事務所の神山所長の方で調べ

ていただいた米国のＵＲＡの状況であります。業務内容は非常に明確になっておりまして、

かつ５ページを見ていただきますとサラリー等が書いてあります。 

  そして、こういったものを参考にしまして、名古屋大学ではＵＲＡを制度化しようという

ことで取り組んでおります。 

  一つは、職種としてミッションを明確にすること、それからＵＲＡとしての教育をしっか

り実施すること、それから給与体系を決めること、あるいは昇給・昇格審査を評価に基づ

いてやって、なるべく無期雇用制度を導入するというふうなことをやっております。 

  その結果、ずっとめくっていただきますと、８ページなんですけれども、今こういう形で

大学が全体を管理してＵＲＡを動かしているということで、総勢４７名、そんなに多くな

いんですが、こういう形で役割分担をして組織的に進めているということです。 

  １０ページを見ていただきますと、ＵＲＡの中のＰｈ．Ｄ．が占める割合は実は５２％と

いうことで、半分以上であります。大変高い割合になっています。 

  それから、その成果ですが、１２ページを御覧いただきますと、特に大型の共同研究にお

いて近年ＵＲＡが関与する度合いがどんどん増えていて、大型研究資金の割合も増えてい

るという実績を上げております。 

  次にエンジニアなんですが、エンジニアは全国で７，０００名ぐらいいます。これも結論

としては、ＵＲＡより更に条件が悪いということで、今のところＰｈ．Ｄ．が活躍するに

は魅力が薄いということです。 

  それから１４ページからは、これも米国における技術職員の状況が出ていますが、キャリ

アパスもおおむね明確であって、１５ページを見ていただきますと、特に真ん中以上の人
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材、ミッドレベル以上の人材にはＰｈ．Ｄ．が多数活躍しているということです。 

  １６ページを見ていただきますと、この技術職員の数は全米で約２０万人弱いまして、日

本が７，０００人ですから、米国では相当な数がいて活躍をしていると。サラリーもここ

に参考で載せております。 

  ということで、名古屋大学でも技術職員の活用の取組をしております。時間の関係で詳細

は割愛させていただきます。後で見ておいていただければいいんですが、１９ページを見

ていただきますと、以上のような状況でありますので、Ｐｈ．Ｄ．の真ん中のカラムです

が、割合は先ほどＵＲＡでは５０％を超えていたんですが、このエンジニアの職、技術職

員ではＰｈ．Ｄ．の割合が僅か７％ということで、ここはまだまだ改善する余地があるん

じゃないかというふうに思っております。 

  最後、２１ページですが、そういうことから研究支援人材（ＵＲＡ、技術職員、エンジニ

ア）、これに関する提言をここに載せておりますが、大事なことを書き忘れておりまして、

これは国全体レベルでこういった標準化をし、この人たちが機関をまたいで、できれば企

業も含めて流動化できるような関係を作ってあげる。さらに、待遇を改善してＰｈ．Ｄ．

がしっかり活躍できるというふうなことが必要かというふうに考えております。 

  あと、私の提言の字の方ではまだ幾つか提言をさせていただいているんですが、これはこ

の後の議論の中で機会がありましたら述べさせていただきたいというふうに思っておりま

す。 

  私の方からは以上です。 

 

【上山会長】 

  ありがとうございました。 

  では、大隅先生、提出していただいていると思いますけれども、いかがですか。 

 

【大隅委員】 

  ありがとうございます。東北大学の大隅でございます。 

  資料は資料６というものを提出させていただいておりました。そちらからかいつまんでお

話しさせていただきたいと思います。 

  ３点ございます。 

  第一に、博士人材・若手のキャリアパスですけれども、まず一番若手の大学院の進学者に
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博士の約半数に生活費相当の経済支援というポリシーというのは非常に大きな前進だとい

うふうに思います。これが具体化されるということを切に望む次第です。 

  テニュアトラックのお話ですが、これはいわゆる日本版のテニュアトラックという理解で

よろしいと思いますけれども、最初の契約のときにテニュアを得るための必要な要件とい

うのが透明化されるということが必要かと思っています。 

  めくっていただきますと、こちらは広島大学さんの例ですが、このような資料がホームペ

ージ上で公開されています。また、下にリンク先を付けておりますけれども、ＯＩＳＴさ

んもホームページ上でこういう制度がどうなっているかということが公開されているとい

う、そういう透明性があるということが非常に大事ではないかということが、実際に若手

の声として聞こえてきております。 

  博士キャリアパスのところの３点目でございますが、これは科学技術分野に限ったことで

はありませんが、結局、キャリアを続けていく上で安心して子育てなどをしながらキャリ

アを続けていくということが可能な社会制度ということが日本で一番重要であって、その

ために必要なこととしては、例えば保育園の待機児童はゼロ、あるいは定員という考え方

をもう少し柔軟にしていかないといけないこと。 

  また、テレワークも今回コロナのせいで浸透したということがございますけれども、結局、

緊急事態宣言の後に首都圏などではまた普通の状態に戻りつつあるというふうにも聞こえ

ております。もう少し、その方々のライフステージに合わせたテレワーク体制が柔軟に取

れるというようなことも必要かと思います。 

  また、選択的な夫婦別姓ということも、これは実は論文の著者名に関連し、研究者がキャ

リアを続けていく上で非常に重要なことだと思います。 

  以上のように、科学技術分野という狭いところにとどまらないで全体を見渡すということ

が必要ではないかと思いますので、是非ＣＳＴＩの方でそういったことについての御議論

を深めていただけたらと思います。 

  ２点目の女性研究者の問題でございますが、とにかく現状としてはunder-representative

ということで、たしか事前の資料でどこかに書かれていたと思いますが、大学進学時点で

日本ではまだまだ女性が参画していないという点があります。 

  「大学」という括りにしてしまうと短大が含まれるので、実際のところは女性の進学率の

方が高い数字になるんですが、４年制の大学で見ると、まだ女性の方が少ないという現状

があります。 
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  大学院の進学に関しても、もっと女性が進学できるようにするということが必要ですので、

本学などは女子大学院生有志によるサイエンス・エンジェル制度などを設けています。 

  キャリアパスの過程でいろいろな脱落していくということ（leaky pipline）が起きるわ

けですので、それぞれのステージに合わせた施策ということが必要であると思っています。

少しソフトな部分ですので今回の議論には乗っていませんけれども、特に女性の場合にセ

ルフコンフィデンス（自己肯定感）を向上させるようないろいろなプログラムというのが

必要ではないかということを常々感じております。 

  そして、女性が上位職を望んでいないんではないかということをよく言われることがあり

ますので、ちょうど昨年、長谷川眞理子先生が朝日新聞の書評の中に書かれたものを「無

意識のバイアス」の例として掲げております。「結局、女性にとってやりがいがないとい

うふうに思わせられている環境で、それを望まないというようなことを言われるのは、ど

っちが本末転倒なのか」という点に、私も賛同いたします。 

  これはＣＳＴＩの調査会で繰り返し申し上げていることですが、韓国のＷＩＳＥＴという

組織について何度もお話ししています。 

  女性研究者の活躍促進のためには定点観察、それを分析し情報発信していくということが

必要でありまして、後ろのパワポの部分に付けていますが、現状でもいろいろな形で分析

などはなされているんですが、これは例えば科学技術白書の中、それから男女共同参画白

書の中、ばらばらになっていて、同じ指標が続いて分かるような形になっていないという

ようなことがあります。ですので、定点観察していくということは重要ですし、一元化さ

れた組織が大事なんではないかと考えます。 

  ３点目は、人文・社会科学が今回の第６期科学技術基本計画の方に入ってくるということ

に合わせた部分になるんですけれども、オープンサイエンス推進における大学附属図書館

のことについて１行書かれていましたので、そこを少し膨らませてみたいと思いました。 

  Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０の実現化でオープンサイエンスについての議論は、これまでもこの

調査会の中でいろいろな資料が出ていましたが、こういったところに大学図書館がどのよ

うに参画していくかということは今後非常に重要ではないかなと考えます。 

  一言付け加えるとすると、大学という存在よりも前から図書館という機能を持った組織が

あったということが歴史的にはございます。いろいろな取組が必要で、資料の後ろの方に

は電子ブックをもっと充実させなければいけない。だが、日本では和文の電子書籍が非常

に足りないこと、あるいは図書館ができることとして、既に持っているいろいろな資料の
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利活用のためにＤＸを推進するという事例としてデジタルアーカイブの推進ということで、

こちらは本学の漱石文庫の話、そして国文学研究資料館さんとのコラボレーションの狩野

文庫の話などを書いております。 

  後ろの方は、図書館という組織をどのように安心・安全に使っていただくかということで、

現在こういう取組を東北大学附属図書館の方で行っていますという事例ですけれども、も

う一度最初のページに戻りますけれども、図書館というのがこれまでの機能を超えた形で

新たに生まれ変わっていく、どのようにリアルとのハイブリッドを進めていくかというこ

とを考えなければいけない段階に来ていると思います。 

  そのためには若干の─若干ではないかもしれませんけれども、新たな財源なども必要で

はないかなと考えられるところです。 

  以上になります。どうもありがとうございました。 

 

【上山会長】 

  ありがとうございました。 

  もうおひと方、菅委員から資料が出ていますが、今日は御欠席ですので、簡単に御説明し

ます。 

  いわゆる競争的資金の３０％に当たるところを学生への経済支援に使うべきだと。これは

ＲＡも含めて雇用できる会計にすべきだと。それだけで７００億円ぐらいが出てくるだろ

うし、全部、ＪＳＴ・ＡＭＥＤも入れれば１，０００億を超えるので、博士課程の問題は

これによって相当解消ができるということ。 

  企業の方は、修士卒と博士課程の給与の違いを明確にしてほしいと。 

  こういう二つの点からの御意見でございました。 

  今松尾先生と大隅先生から頂きましたけれども、松尾先生のＵＲＡ、エンジニアの話は、

これは我々ＣＳＴＩの中の木曜会合でも相当議論をしておりまして、やはり研究者の研究

時間をより拡大をしていくためにも分厚い支援層というのが要るだろうと。この点につい

ては大体意見は一致していると理解をしております。その待遇なんかの指針についてもう

少し踏み込むべきではないか、こういうような御意見だったと思います。これは最終的な

ところまで、どういう指針─何といいますか、数値が出るかどうか分かりませんが、考え

させていただきたいと思います。 

  大隅先生のテニュアトラックの透明化というのは、これは非常に面白い御指摘でございま
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して、既にやられている大学もあるということなので、これはある種のキャリアを形成し

ていくときの個々の研究者にとっても有益な手段だと思っております。その意味でも、こ

れもとてもいい御指摘を頂きました。 

  女性研究者の上位職の問題、これは我々の方でも、それぞれの職位ごとの目標値を考える

べきだということにもなっておりますので、そこのところで吸収していきたいと思ってお

ります。 

  人文を契機とした図書館の問題は、これは別途やっております研究データ基盤のところで

も人文におけるＤＸとは一体何なのかと、それにおける図書館の役割は何なのかというこ

とを実は議論を始めております。和書については電子ブックはほとんど余り進んでいない

ということも含めまして、そこのところでの議論も吸収をして第６期の方に取り込んでい

くという、こういうことで御理解いただければありがたいと思います。 

  では、ほかの方々のお手が挙がっていますが、最初に挙がったのが五神先生ですか。五神

先生おられますか。お顔が見えませんが。 

  見えました。ありがとうございます。どうぞ。 

 

【五神委員】 

  資料のタイトルに「知のフロンティアを開拓する多様で卓越」とあります。「多様」とい

うことが重要だと思いますが、その中でも、ここでなぜ博士が必要なのかというところが

極めて重要です。 

  今回の会議の事前説明のときに、そこを強調してほしいとお願いし、今日の資料では１ペ

ージのところで、「非連続な社会の中で０から１を生み出す「知」の重要性が再認識」な

ど、強化していただけていると思います。なぜそういうことを言ったかというと、５年前

に私も第５期の計画の策定に際し、ちょうど今のこのステージの議論に参加していて、そ

のときにキーワードになって第５期で施策として実現したものが「卓越研究員」とか「卓

越大学院」でした。卓越大学院は、修博一貫を進めることで博士課程教育を強化し、優秀

な人材を博士に呼び込もうとして実施したものです。しかし、残念ながら、私の感触とし

ては成果は出ていない。つまり、博士離れは止まっていないということです。 

  さらに問題なのは、それに加えてこの５年間でかなり状況が激変しているということです。

これらを勘案すると、今もやはり博士は大事なのだ、若手支援は大事だということを改め

て新たな視点からきちんと主張しないと、国民には伝わらないだろうと思います。 
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  ５年前は卓越大学院の事業につながるようなものとして、国が責任を持つ卓越性を持った

博士の育成という意味で四つの領域があるという議論をしました。１番目は正に世界トッ

プで戦うための研究力の源泉となる国際的な優位性、卓越性を伸ばすためのもの。 

  ２番目は、学問を新しく創っていく。文理融合、学際新領域というものを開拓する。 

  ３番目は、イノベーションを出しながら産業を新しくしていくような、中核になるような

人。 

  ４番目として、そのとき入れたことは、世界の学術の多様性確保という観点から我が国が

貢献できる我が国ならではの学問領域の博士人材の育成です。これは正に人文・社会科学

のことを念頭に置いたことだったのです。この4つをバランスよく支援するという意味で第

５期の中で博士人材の育成をしてほしいという思いを込めて、中教審の大学院部会の２０

１５年９月のまとめの中にも明示し、卓越大学院の募集要項にも書かれました。しかし、

卓越大学院の事業の中身はそういうふうにならなかったのです。私としては非常に残念に

思っています。 

  今これからの５年を考えたときにターゲットは明確でありまして、一つはグリーンリカバ

リーへの備え。これは菅首相が明言されたこともありますので、大事です。 

  それから、当然のことながら、長引く感染症対策をどうしていくかということが重要です。

そして、それらを両方支えるデジタルトランスフォーメーションを活用したスマート化と

いうものをどう進めていくかです。デジタルトランスフォーメーションについては第５期

の中でもかなりいろいろなことが進み、ＡＩ人材とかデジタル化ということもありました

が、それだけではとどまらない全く新しい知恵が大事です。特にグリーンリカバリーのこ

とを考えますと、今私たちが手に持っている知識だけでは無理ということは明らかなわけ

で、例えば人工光合成のように非常に難しいものにチャレンジして無から有を生み出すこ

とが国際的な求心力を得ることにもつながります。つまり、国際的にも存在感を示さない

と、海外の科学者コミュニティに入っていけないということです。そのためには、博士人

材育成はやはり大事であるというシナリオをきちんと書いていただきたいと思います。 

  それから、今回人文・社会科学の強化というのが遅ればせながら入ったことは重要であり

ますが、この次のステップとして見ると文系・理系という旧来の区分けそのものが時代遅

れだという視点を取り入れるべきで、文と理が綱引きするというような構図はおかしいわ

けです。 

  東京大学では、一、二年生の段階から、特に優秀で意欲的な学生をアトラクトして文と理
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のど真ん中に入るような、つまりブロックチェーンやＡＩ、量子などの最新の知識を持っ

て、たとえば金融、行政官、あるいは経営を担うような人材を育てる教育プログラムを創

設したいと検討を進めています。こうした分野は彼らの未来のキャリアを考えたらものす

ごく魅力的な学問領域となるはずですので、同じ世代の最優秀層がそこにどんどん飛び込

んでくるような教育プログラムを少人数教育で実施しようという構想です。先頃、ＩＢＭ

との連携によって実現した量子コンピューターの実機も自由に使って量子ネーティブであ

りながら人文・社会科学のこともよく分かっている人材も育てたいと考えています。 

  それから、１３ページにありました女性の活躍、あるいはその改善は極めて重要です。私

たちは東京大学こそが、今の日本におけるジェンダーのアンバランスの問題の元凶となる

文化を作っているのではないかと反省していて、一、二年生にジェンダーの教育を必修に

しようと学内で議論しています。それに加えて、博士人材のところで女性が活躍するため

に、実は私の総長任期６年の中でやろうと思っていてできなかったことがあり、反省して

いるのです。博士学位取得前後の時期は重要なライフ・イベント、子育てなどの時期とも

重なりますので、それらが両立できるような支援を充実させたいということでした。その

ための、学内の保育園の整備は大分進みましたが、たとえばもっと踏み込んだ、大学院の

制度改革までは行っていません。一旦就職した人がライフ・イベントも含めて時間をうま

く使って、フレキシブルな学びの中で学位をきちんと取れるようにするというような制度

改革をもっと意識的にやっていくべきだということを考えています。 

  最後、資料２に関して大学債を発行した大学は今のところ東大しかないので、少しだけコ

メントさせていただきます。 

  今回、２００億円という規模で４０年債を発行し、発行額の６．３倍のオーダーをいただ

き、その意味で市場からは大歓迎していただきました。これは大学にとっては自由度の高

いキャッシュの資金であることが重要です。ただし、残念ながら今のところは使途が施

設・設備、土地というものに限定されているので、これをジェネラルパーパスに拡張する

ということは、絶対すぐにやっていただきたいと思います。 

  例えばオックスフォードが出した１００年債にせよ、アメリカの大学の発行した債券にせ

よ、使途には限定のないジェネラルパーパスで発行しています。 

  ところで、アメリカの大学は、このコロナ禍で大学債の発行を加速させました。特に２月

から７月にかけてたくさんの大学債が発行されていますが、市場化が非常に進んだアメリ

カの大学において、キャッシュフローを支えるために現金が必要だったわけで、その調達
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だったのです。すでに発行した大学債を借り換えるリファイナンス目的のものも多いよう

です。 

  日本においてようやく大学債が発行できるようになったわけですが、これを皆から見て安

心して発行するためには、償還準備金のような制度をきちんと設けて、財務諸表上も明示

していくという制度改正も必要になってきます。 

  東京大学の債券は４０年固定で年利０．８２３％ですが、東京大学自身が行っている基金

のリスク運用のリターンは３．５％を優に上回っていますので、それから見ても、極めて

有利な条件であると言えます。 

  ちなみに、ハーバードが４月に出した５億ドルの３０年債の金利が２．５１７％で、早期

償還可能という条件で出しているという状況があります。こうした債券発行は大学の財源

を多様化し、本気の改革を実際に行うために、大学の判断でできることが重要なので、そ

こをきちんと制度整備していくことが極めて重要です。 

  兵糧なくして改革は無理というのが私が経営を本気でやってみた結論でありまして、そう

いう意味で、ただお金を下さいという話ではない、自らリスクを負って発行する形の債券

というのをきちんと使えるようにすることが極めて重要だということを申しておきたいと

思います。 

  以上です。 

 

【上山会長】 

  大変貴重な御意見を頂きました。ありがとうございます。 

  博士の重要性ということを、より強調すべきだと。これは意識はほとんど同じでございま

して、これ５年前からやられていることの反省も踏まえて、今回の１０兆円基金の中でも

そういうお話が出ておりますし、我々の方向性とすると、アカデミアに就職した一人前の

研究者としての支援をきちんとやって、この分野における次世代を作っていくということ、

それが次世代のイノベーションにつながっていき、我が国における方向性を決めていくと

いう、そういう問題意識を持って書かせていただきたいと思っております。 

  女性の問題も、これ何度も出てきていますけれども、ライフ・イベントごとの指標をきち

んと取って、それがキャリアにつながるような形の施策の提言ということを書いていきた

いと思っております。 

  大学債につきましては、おっしゃるように本当にまだまだ、せっかくやっていただいたの
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にジェネラルパーパスになっていないという、これは本当に問題だと思います。執行部の

自由裁量権のあるアンリストリクトなお金がないと大学経営ができないということはもう

明らかでありまして、このようなものをきちんとブレークしていくということを提言して

いきたいなと。そういう意味でも貴重な御意見を頂いたと思います。ありがとうございま

した。 

  では、小谷先生のお手が挙がっています。小谷先生、どうぞ。 

 

【小谷議員】 

  木曜会合のメンバーですので全般的な意見は控えたいと思いますが、資料１の１７ページ

の国際のことで一言申し上げます。 

  これからの日本のことを考えると国際戦略は非常に大切で、世界中が国際協働というフェ

ーズに入っている中、まだまだ日本は従来の国際的な交流というところにとどまっている

ということに危機感を持っております。日本の科学技術に対する世界の期待に応えるべく、

グローバル・アジェンダに関わっていくということにおいては、今は個人の研究者同士の

連携にとどまっていますけれども、これを国や組織レベルで行うための支援策ということ

が非常に重要です。 

  日本の研究のビジビリティが下がっているということにおきまして、認知度を高める上で

国際共同研究や国際共同プロジェクトということが影響することはよく知られているとこ

ろでございます。 

  更に、将来の日本の優秀な人材の確保、そして活躍の場ということにおいても国際的な連

携、国際頭脳循環の機会が必要です。 

  国レベルでは科学技術外交という形で既に進み始めているということは認識しています。

特にムーンショット等の大型プロジェクトが欧米と協力して進むということについては大

変うれしく思っています。 

  一方で、組織的な連携という意味においては、先ほどの五神先生のお話とも関係するかも

しれませんけれども、まだまだ大学が組織的な連携をするための資金は難しい状況もござ

います。個々の研究者が個々の研究者と手を結ぶという形ではなく、もう少し大規模な国

際プロジェクトの枠組みが必要でしょう。 

  一方で、今オンラインでの様々な国際連携が、若しくは情報交換の場というのが進んでお

りまして、これはチャンスでもありリスクでもあります。これまでと同じような時間やお
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金を掛けずに国際的な場に立てるという意味においては、オンラインは大きなチャンスで

はありますけれども、一方で日本人の控えめな性格や時差の問題もあって、そのような国

際コミュニティの場から抜け落ちるということが急速に進んでいて、格差が生まれる中で、

日本がこれをチャンスにするのか、それとも取りこぼされて世界のステージから見えなく

なるかという境目でございます。 

  一つ問題になるのは働き方改革でございまして、時差がある中、国際的なオンラインに参

加しようと思うと、夜中に働かなくてはいけないわけですが、働き方改革の中でこれをど

のように実現していったらいいかということは一つ問題だというふうに思っています。 

  それから、これは木曜会合で申し上げましたけれども、今のヨーロッパの研究力の国際認

知度に大きく関わっているのは学生レベルでの国際的な移動でございまして、エラスムス

が始まったとき、こんなことうまくいくのかと思いましたけれども、その結果国際的な共

同研究が大きなスケールで進んで、国際共著論文という形で実を結んでいるというふうに

考えています。 

  以上のように、国際的な戦略ということについて、第５期ではそのことをしっかり書くこ

とができませんでしたので、今回はしっかり書きたいというふうに考えております。 

 

  以上です。 

 

【上山会長】 

  ありがとうございます。確かに国際戦略性のところはＫＰＩの指標のところも含めて、ま

だ少しほやほやしているところがあります。 

  問題意識としてはほとんど同じでございまして、頭脳循環も含めて、これを更に拡大をし

ていきたいという意識は持っております。 

  問題は、それを各大学が進めるための資金をどこから出すのかということだとは思います。

従来の競争的資金を圧迫しないような形で国際的共同研究を増やしていくというのが、ど

ういう方法があるのかなということで、我々とすると少し頭を痛めているところでござい

ます。 

  エラスムスの例もありましたけれども、何らかの形で学生レベルも含めて、どの地域での

どういうような頭脳循環、ブレーンサーキュレーションがあるのか。もし、こういう指標

を使ったらどうかというような具体的な案があったら、また頂けたらなと思います。それ
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を検討させていただきたいと思います。ありがとうございました。 

  お手が挙がっていますが、今大隅先生も挙がっていますけれども、最初に永井先生に行っ

て、江崎さんもおられるので、大隅先生はその後でよろしいでしょうか。 

  大隅先生は先ほどお話しいただきましたから、最初に永井先生の方から御意見を頂きたい

と思います。どうぞ。 

 

【永井委員】 

  資料２の１０ページを御覧いただきたいと思います。これは日本の大学の財務力の基本統

計の問題です。 

  各国の大学の成長率の比較がありますが、まず大学病院の経費が日本の場合には入ってい

ると思います。海外の大学は、普通はこれは別会計です。 

  例えば東京大学の経常費が約２，３００億円ですが、このうち約５５０億円は実は病院の

経常費ですので、病院以外では１，８００億円弱なわけです。日本の国立大学の成長率も

示されていますが、病院の成長率が半分ぐらいを占めているのではないかと思います。海

外と比較するのであれば、病院の経常費を除いて、一般の教育・研究に関する基本統計と

すべきではないかと思います。 

  病院活動を大学のアクティビティにするのであれば、海外の大学病院と日本の大学病院の

比較をすることが重要ではないかと思います。 

  それから、日本とアメリカ、イギリスの大学を比較していますけれども、むしろアジアの

大学と比較することが大事ではないかと思います。ソウル大学、あるいはシンガポール大

学などと比較して、三極の中で見ていくべきではないかと思います。 

  以上です。 

 

【上山会長】 

  ありがとうございます。これ実はスタンフォードは病院収入が入っております。恐らくス

タンフォードは病院収入を除くと６，０００億ぐらいじゃなかったかなという記憶はしま

す。 

 

【永井委員】 

  スタンフォードは６，０００億ぐらい、病院収入除いて。 
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【上山会長】 

  そうです。東京大学は、これは病院収入が入っております。ハーバードは入っていません

ので、５，７００億円ぐらいだと。 

  これ下には書いていますけれども分かりにくいので、それについては事務局の方で少し直

すようにさせていただきます。 

  おっしゃるように、病院収入は、これはインディペンデントで動いている、ある種の収入

確保の役割をしているところも大きいですから、それを除いたジェネラルパーパスの大学

の財務ということを考えるべきかと思います。 

  アジアの大学の比較が必要だということは何人かの方からも頂いておりまして、それはま

だここにはきちんとデータは出ておりませんが、とりわけ、例えばシンガポール国立大学

なんかは本当に急速に伸びてきた大学であります。 

  そういうところをベンチマークとしてもう少し書いていくべきかなと、ちょっと今お話を

お聞きして思いました。これは少し修正を含めてやらせていただきます。 

  では、東京大学の江崎先生。 

 

【江崎委員】 

  どうもありがとうございます。 

  私からは、とてもシンプルですけれども、基本的にここに御提案いただいている内容に関

しては非常に賛同するものですし、博士の学生に対する支援をするというのは大変重要な

ことだと思います。 

  ただ、プログラムが増えると、その分事務量がどんどん増えていくということが大変危惧

されるところです。それから、コンプライアンス上、非常に管理をしなきゃいけないとい

うのが、大学に対しても文科省の方から非常にプレッシャーが掛かって、その事務処理が

増えてしまうということが至るところで起こっているというのが、私は平教授ですので、

現場のところでそれが非常に起こっているということですので、この提案書を書くときに

事務系、事務処理の言ってみればデジタル化と省力化ということが併せてできるような予

算措置というのも極めて重要ではないかというふうに思います。これに関しては予算だけ

ではなくて、それができる人材をどうやって大学、あるいはそれにちゃんと供給するかと

いうのもワンパックでやらないと疲弊してしまうということで、結局お金は付けたけれど
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も、なかなか成果に結びつくものが、残念ながら小さくなってしまうということがあるん

ではないかと思います。 

  以上でございます。 

 

【上山会長】 

  ありがとうございます。全く本当に同意見です。 

  恐らくかつて松尾先生もおっしゃったと思いますけれども、大学事務の改革の問題は、実

際に大学経営をやられている方々は日々直面されておられて、それをどういう資金で行う

のか、どういう人を持ってくるのか含めて悩まれていると思います。 

  しかし、どういう形でこの基本計画に書けるかどうか分かりませんが、ＵＲＡや技術系を

拡大していくということと方向性は同じですので、何らかの形でリファーできればいいか

なと思います。ありがとうございました。 

  では、遠藤先生へ行ってから大隅先生へ行きます。どうぞよろしくお願いします。 

 

【遠藤委員】 

  重複するところもありますが、博士課程の学生のキャリアパスについて、これは日本の雇

用風土の問題に直結した根深い問題だという認識がございます。 

  博士課程修了後のキャリアが研究者に限られがちであるということが、先進国の博士課程

の学生とはかなり異なると思われます。博士、若しくは、いわんや、修士を出てからの企

業就職というのは一部の技術系研究所を除いて、それだけで難易度を上げてしまうという

学生の認識は変わっておらず、博士課程の、とりわけ文系のキャリアパスが大学教員に絞

られていくというジレンマは引き続き根深い問題であると思います。 

  また、生活補塡の課題を挙げられておられましたが、これも修了後のキャリアパスの問題

と極めて深くリンクしていて、博士課程を修了した後の職業において、これも御指摘があ

りましたけれども、高収入を得られる蓋然性があれば、博士課程時代に例えば学生ローン

を組んでも十分に返済できるという判断を学生も取り得ると思います。 

  加えて学部から修士、修士から博士に連続して課程を進まなくとも、一旦社会で収入を得

て貯蓄をし、大学に戻るというような柔軟なキャリアパス体系、また、課程修了後の学生

を企業や大学が採用する際にも、その柔軟性が必要であるというふうに思います。 

  この点については、女性研究者にとっても重要な課題であることは五神先生も仰せのとお
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りだと思います。 

  そもそも、企業や大学における昇進制度が、そうしたある種の寄り道をするキャリアパス

を前提として用意されていないというそもそもの日本企業、日本大学の雇用風土の問題が

あると実感している次第です。 

  １点、指摘がされていないところを申し上げたいのですが、国際機関における日本人のプ

レゼンスが低下しているということがよく指摘されます。これは人文科学系の博士課程学

生の不足とリンクしているのではないかと思っております。 

  特に霞が関の職員などに博士号まで取得させるキャリアパス、外国に出て１年、２年留学

させるだけでなく、博士号を取得させる教育体系についても検討されるべきではないかと

考えます。 

   

 

【上山会長】 

  ありがとうございました。企業の方もジョブ型に変わりつつあるという中である種の、雇

用環境に変化が生まれてきているんではないかというふうなことも考えながら、博士課程

教育の在り方については内部でかなり意識を持って議論させていただいております。それ

がそのまま高収入を得られるようなパスを博士課程人材にきちんと明示して、優秀な人が

博士に来るような、そういう方向性を考えております。 

  国際機関の問題を人文・社会科学系の問題と絡めて考えたことは、正直私自身は余り強く

ありませんでしたが、一つの問題であろうかなと思います。とりわけ社会科学系だと思い

ます。なかなか海外の機関に行くパスを作れていないのかもしれません。これがどういう

形で書けるかどうか分かりませんが、興味深い御指摘をありがとうございました。 

  次は、篠原議員よろしいですか。 

 

【篠原議員】 

  ありがとうございます。今企業の話も出たので、少しお話し申し上げます。 

  今回の全体の資料の中で、まず１点は産業界による、博士の採用を増やすという大きな方

向感、これは目標も掲げて出ているのですが、これは非常にいい話だと思っております。

ただ一方で、そのためには二つ必要条件があると思っていまして、１点は大学院での、い

わゆる学生に対する意識付けみたいなことをしっかりやっていただかないといけない。自
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分はアカデミアでずっと生きるつもりでいたが、卒業しようと思った瞬間にポストがなか

ったから産業界に行かなきゃいけない、という形では、産業界でなかなか活躍できないと

思っています。ですから、ドクターの学生を教育する段階において、いわゆるアカデミア

を引っ張る、若しくは先ほど松尾先生がおっしゃったようなＵＲＡで活躍する、又は産業

界で活躍するといったような意識付けと、それに応じた教育というものを大学院の中でし

っかりやっていかなきゃいけないと思っております。 

  もう一つ、産業界が博士を増やすための必要条件として大切なことは、産業界が博士の能

力というものをしっかり理解・認識することだと思っております。誤解を恐れずに言いま

すと、遠藤先生からも、博士の就職先は研究者に限られるというお話がございました。実

態はそうです。ただ、それは本当はよくないことで、産業界側が博士を単なる専門性の高

い人間としてしか捉えていなくて、いろいろなことができる人間だという捉え方が十分で

きていないと思っています。ただ、これは裏返せば、先ほどお話しした、大学院で、この

人間は産業界に行くんだということを意識するのであれば、単に専門性が高いだけではな

く、いろいろな分野での課題発見力とか課題解決力みたいな方法論を身につけた学生を育

てていただかなければいけないと思っています。 

  先ほどの菅先生の提言で、博士の給料を最初から上げてくれというお話がございましたけ

れども、これも皆さんから怒られそうですが、正直言って今の博士というのは玉石混交で

す。玉の方がすごく多くて、石というのはめったにいないのですが、正直言って玉石混交

の部分がございますので、弊社の場合でも、今ジョブ型みたいなことが進んでいるわけで

すが、まずはお試しで普通に入っていただいて、１年以内ぐらいに給料を上げていくとい

うような、そんなやり方が現状では現実的なのかなと思っています。 

  すみません、玉石混交というのは言い過ぎなのですが、玉石混交が正しいのだとしたら、

もう一つの博士課程進学者を増やすということについては、これは博士課程進学者を増や

すことが大事なのではなくて、優秀な博士課程の学生を増やすということが一番大事だと

思っています。 

  そういう観点からは、今の状況というのは必ずしも優秀な学生が全てドクターコースに行

くのではなくて、マスターを終えて企業に入ってしまうということが起こっていると思う

のです。そうしないためにも、今回の資料にあったように、まずは給与支給だったり、あ

とは大学在籍中に自分のＣＤＰが見える化できるといったようなことをすることによって

博士課程を魅力的なものにするということがまずは大前提です。その中で博士課程自身を
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厳しくして、何年間でどうしても博士課程を取らせなきゃいけないという考え方ではなく

て、厳しくして、いい博士を作ることによって、周囲、産業界も含めて、周囲の評価が高

まって、結果として産業界の採用も増えてくるのだろうと思っています。その後に博士進

学者を増やすというような形にしないと、まず博士進学者を増やすことからスタートする

と、必ず出口で目詰まりを起こしますので、入口を広げる前に出口を広げるというような、

そういうステップ論を意識して、実際にこの計画を実行に移すべきではないかと思ってい

ます。 

  玉石混交は、あまりいい言葉じゃございませんでしたけれども、ちょっとそんな言い方を

させていただきました。以上です。 

 

【上山会長】 

  ありがとうございます。前々からの御意見で、やっぱり大学院での─まあ、教育という

より、むしろ意識の問題ですね。でも、それはどういうような大学院でのプログラムがあ

るかということにも関わってくると思います。ですから、木曜会合でも何度もお話、御意

見いただきましたけれども、最も優秀な人が好んで博士課程に行きたいという環境を作る

ということと、そのキャリアパスが見えるようにして出口の方もきれいに整備していくと。

同時でやらなければいけないという、こういう御意見でございます。それは今のところで

も議論は煮詰まって、書かせていただいているところでございます。また改めて、文言が

きちんと入っているかどうかもチェックさせていただきます。どうもありがとうございま

す。 

  それでは、次は梶原議員、挙げておられますか。 

 

【梶原議員】 

  ありがとうございます。 

  篠原先生が産業界でのキャリアパスの件に言及されました。私もキャリアパスの拡大のた

めにインターンシップですとかマッチングといった施策について、効果の評価を行いなが

ら不断に見直しをしていくということが重要だと思います。ＰＥＡＫＳですとか産学協議

会等ができているわけでございますので、そういった中で大学での教育の在り方や、産学

の連携というところを密にやっていきたいと思います。 

  女性研究者については５期よりもかなり踏み込んだ形で書かれており、私としてはこれが
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実現できるとよいと思っております。なお、２０２５年までにどこまでを目指すのかとい

う数字は検討中となっておりますけれども、意欲的でありながら、かつ実現できそうとい

うところが重要だと思っています。余り現実からかけ離れていると、絵に描いた餅になっ

てしまいますし、一方、意欲的でなければいけません。こういった目標を掲げることで、

意欲のある若い女性たちが、安心して研究者を目指していこうと思えるようなメッセージ

が出せるといいなと思います。 

  目標については、最終的には大学ごとにどういった目標を立てるかということだと思いま

すし、分野ごとに違いもあるので、余り全体的な目標になり過ぎると、逆に自分事から遠

いイメージになってしまうと思います。１４ページに大学に対し女性割合に係る戦略的な

数値目標や情報公開の促進という項目がありますが、こういったことを進めることが重要

だと思います。情報公開をすることで、自らを律して取組を進めていくことに繋がります。 

  情報公開という意味で言いますと、国立大学のガバナンス・コードが今年から入っており

ますが、実施状況ですとか、課題など、やったことに対するフォローが重要だと思います

ので、そこのところにも注力していただきたいと思います。 

  最後に、人文・社会科学に対する指標について、６期の計画の中で検討するとされていま

す。人文・社会科学の研究評価は困難であるということが書かれていますが、人社系、あ

るいは総合知として人社系と自然科学系が一緒に豊かな社会を創っていくという観点で、

どのように評価を行っていくのかというところは、６期の計画の中でも、できるだけ早く

実施していくべきと思います。海外においてどういった評価軸を持っているのかというこ

とも参考になるのではないでしょうか。 

  以上でございます。ありがとうございました。 

 

【上山会長】 

  ありがとうございます。インターンシップのマッチングの評価、これをＰＥＡＫＳでやっ

たらいいというのは今まで考えていなかったですから、少し考えさせてください。興味深

い御提案でございました。 

  あと情報公開によって女性の役割の指標を確認していく。これガバナンス・コードの中に

入っていきますので、これは多分大丈夫だと思います。 

  あとは人文・社会科学の評価、これはなかなか、評価軸はグローバルに確立しているのは

なかなか難しいので、各国いろいろ苦しんでいるところですが、これについては評価の専
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門家の人とも相談して、今後時間をかけて作っていくしかないかなというふうには思って

おります。 

  それでは小林議員、お手が挙がっています。小林議員お願いします。 

 

【小林議員】 

  篠原議員の付け足しになりますけれども、今の世の中、パンデミックに限らず、２０５０

年カーボンニュートラルとか、非常にダイナミックな変革の時代を迎えています。企業は

単にデジタルトランスフォーメーションのみならず、少なくともサステイナビリティやヘ

ルスケア等々を視野に入れた、相当なポートフォリオトランスフォーメーションをやって

いかないと、世界に伍して戦っていけません。そういう中、企業ではジョブ型の採用とか

通年採用、あるい大学卒業後３年ぐらいまでバッファーゾーンを設けた新卒採用などの流

れが表に出てきていて、具体的に採用方法の変革を進めている会社も増えてきている。 

  私も１２月２日付けの途中入社で２８歳で会社に入った身なんですが、そういう意味では

５０年近く前でもそういう定型外のことをやろうとすればできた時代だったと思うんです。

だから、何か博士を出たからこう、修士を出たからこうと、そういうふうにあらかじめ処

遇や何かを定型化しておけるというレベルではなくて、最終的に企業は今その人材が全人

格的にどういう力があるのかということを当然評価することになるんです。博士と修士の

給料差について先ほど「お試し」という言葉を篠原さんは言われていましたが、やはりあ

る年齢なり学歴なりでのスタートラインにおける処遇差はフェアに設定しつつも、最後は

出した結果に応じてきちんと差を付けていくということにならざるを得ません。先ほどの

資料ですとドクターの２５％が企業に入るということですが、逆に受け入れる企業サイド

からすれば、特に情報通信とか化学とか医薬系の会社だとドクター社員がおそらく１０％

から１５％ぐらいはいるわけで、スタートラインでの処遇はほぼ年齢パラレルで決めるに

しても、その後のパフォーマンスのカーブは人によって相当違ってくるので、あとは実力

でやってくださいということに当然ならざるを得ないんじゃないかなという気がいたしま

す。企業がこれまでにないドラスティックな変換を求められている中で、では企業と大学

の接点をどうするかという、正にそういう物の見方が必要な時代になってきているのかな

と思います。 

  以上です。 
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【上山会長】 

  ありがとうございました。今の御意見、いつもお伺いしていることと重なりますので、相

当程度入れさせていただきたいと思います。 

  あと久能アドバイザー、手が挙がっておられますか。 

 

【久能アドバイザー】 

  はい、ありがとうございます。 

  個々の議論に関しては、もうそのとおりですし、賛同することばかりなんですけれども、

ちょっとシットバックして三つほど意見を申し上げたいと思います。 

  一つは、０・１の人材を育てるということは、基本的には最優秀な人ということだと思い

ますし、ここはもう数と。失敗も多いですから、数と密度。その人たち同士が刺激し合う

ということですので、例えば個人に出す。大体１人１億円掛かると言われていますけれど

も、１億円が七、八年ぐらい続くぐらいのものと。その後はもう保証する必要はないと思

います。けれども、そういうプログラムができればいいのではないかなというふうに思い

ました。 

  それから２番目、国立大学なんですけれども、アメリカは大抵基金を持っていて、それで

運用益で動かしているんですけれども、例えば運営交付金というものが２，０００億円あ

るとしたら、これ４兆円基金とほぼ一緒なんです。今回、１０兆円のファンドも作られる

ということですので、決して小さな額ではないということを一度思って、いかにそれを効

率的に使うかということで、例えばなんですけれども、これは難しいかもしれませんが、

少なくとも最先端研究のところを、国立大学は全部一緒の事務処理をするとか、ＤＸ化を

するとか、あるいはその人たち同士はあたかも一つのセンターのように動くというような

仕組みができないかなというふうに思いました。 

  そして三つ目、これはアメリカで非常に問題になっていますけれども、統計ですとか世論

調査、あるいはアンケート調査というものでは本当のニーズは出てこないということなん

です。最近の人は本当のことを答えてくれないと。聞かれると答えてくれない。 

  例えば、女性は聞かれると「保育所が欲しい」というふうに言ってしまうんですけれども、

本当はやりがいがないということの方が隠れたニーズで、それは非常に大きかった。ＯＥ

ＣＤの調査で以前から出ていますけれども、日本の女性が辞める原因が、際立って「やり

がいがない」というのが高いんです。「子供の出産とか教育」というのは意外と低いんで
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す。アメリカに比べたら非常に低いと言えるぐらいです。 

  それから若手の方でも、安定したジョブというふうなニーズが出てくると思うんですけれ

ども、普通の最優秀層というのは大体七、八年で動いてしまいます、どっちにしても。面

白いところに動くのでということで言いますと。 

  ですから、その辺を統計のトリックとかニーズの取り間違いとか、そういうところに陥ら

ないように、少しそういう目で長期的なビジョンを立てていただくと。 

  例えば私が若干心配しますのは、安定した職が大事であるということで、一生安定した職

を若手の研究者の人に与えてしまうと、要はそういう安定が欲しい人ばかりが日本の国立

大学に残ってしまうということにもなるのではないかなというふうに思うので、ビジョン

からスタートした考え方も少しどこかに残しておいていただきたいなと思いました。 

  というところの三つです。 

 

【上山会長】 

  大変ありがとうございます。これは、研究者というのは競争と交代がかなり激しく起こる

ところですので、ただ、その人たちがどのようなキャリアで後々も生きていけるかという

ことは考える必要はあるかもしれませんが、やはりそれは常に交代して、新陳代謝を繰り

返していくという。そういうことのための政策作りみたいなことに生かしていきたいとは

思っております。 

  今回の１０兆円も同じように、これだけ大きなお金がもし確保できれば、そういうような

戦略的な形できちんと使えるようにしていくべきだとは思っております。ありがとうござ

いました。 

  では、お待たせしました。大隅先生と松尾先生、お手がずっと挙がっているのは存じ上げ

ておりましたけれども、ほかの方々を先にさせていただきました。 

  大隅先生どうぞ。 

 

【大隅委員】 

  ありがとうございます。では２ラウンド目ということで、ありがとうございます。 

  もう一度若手の博士人材のサポートのところについて少し補足的な形で述べたいと思いま

すが、これまでの、いわゆる文科省さんからの博士人材の経済的支援というのは、まず２

１世紀ＣＯＥというのが立ち上がり、その次にグローバルＣＯＥという名前になり、その
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次に立ち上がったのは、少し方向性が変わる形でリーディング大学院ということが立ち上

がり、現在は卓越大学院になっていると思います。リーディングと卓越が重なっている時

期ももちろんあると思います。 

  何を申し上げたいかというと、結局、例えば２１世紀ＣＯＥは５年プログラムとしてサポ

ートし、それをたしか３か年の間、募集をしていたんじゃないかと思います。そういった

プログラムが次々と変えられ、２１世紀ＣＯＥのときにサポートされたプログラムがグロ

ーバルＣＯＥでは半分ぐらいになっているんです。半分になるというか、少し入替え戦と

いう形になりました。 

  結局、そうすると大学院生の側から見たときには、例えばどこどこ大学の何々研究科に進

学すれば経済的な支援があるんではないかという見通しが非常に不安定な形になっている

ということなんです。 

  例えばアメリカですとＮＩＨからのフェローシップとかＮＳＦのフェローシップという形

で、これもっとより長い、例えばハーバードのブレインサイエンスの大学院生に対しての

プログラムは、途中で評価というのはもちろんありますけれども、もっと長い形で支援が

あって、その継続性があるんです。 

  ところが、いろいろな日本の施策というのは、これまで見ている限り、名前を変え、ちょ

っとずつ方向性を変えというようなことをどうしてもやらざるを得ないという形で進んで

きているので、そういった意味での継続性に大きな問題があると思います。 

  大学院生の支援の仕方のもう一つは、菅委員の方から御提出になったように、研究費の中

からＲＡ経費というような形でサポートするという、その二本立てになっていて、でも国

の予算で、それぞれの大学の大学院プログラムに対しての支援というのは、明らかに継続

性が日本と違うということは大きな魅力になっているんではないかなと思いました。 

  もちろん、たくさんの大学院生の中の全てがアカデミアに残るわけでもなく、一方、全て

が産業界に合わせた教育をするということも本末転倒になってしまうというふうに思いま

すので、そこは進路選択ということと経済的なサポートというのは、本来は別途のものな

んではないかなというふうに思った次第です。 

  補足ですけれども、以上でした。 

 

【上山会長】 

  ありがとうございます。これは今後どうなるか分かりませんけれども、１０兆円基金とい
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うことの中で出てきているのは長期的な博士課程人材への支援、そのことは継続性がある

ことが前提になっていくのではないかと想像はしております。その上で、今までの文科省

の施策とは一線を画したものになっていけばいいなと思っておるところであります。また

御注目いただければ、有り難いと思います。ありがとうございます。 

  では、松尾先生どうぞ。 

 

【松尾議員】 

  ２点申し上げたいと思います。 

  一つはジェンダーというか、女性活躍のことなんですが、先ほどの最初の資料の１３ペー

ジから１５ページのところなんですけれども、女性の研究者における採用については目標

が具体的に、これはもうずっと前から掲げられているんですが、これは採用時の目標であ

って、今一番大きな問題は、途中でどんどん脱落していくという、いわゆるリーキーパイ

プ現象という水漏れ現象というのがあって、いつまでたっても増えないと。今のままだと、

女性研究者３０％達成するのに２０６０年、４０年後になるという、そういう見込みもあ

るという中で、私がここでちょっと申し上げたいのは、短期的には採用目標としての設定

は仕方がないとして、少し中期的な目標では、研究者全体の中で女性研究者がどれぐらい

増えるのかという目標設定も同時に掲げないと、途中で漏れていってはなかなか増えてい

かないというのがあるんじゃないかということで、是非その辺りのところを明確にしてお

いていただきたいというのが１点目。 

  それから２点目は、先ほど小林議員、あるいは篠原議員、あるいは梶原議員からもありま

したように、博士人材が社会、特に企業等で活用できる人材なのかどうか。これは大学に

とっても、先ほどのＵＲＡとか技術職員も、幾らＰｈ．Ｄ．を持っていても、本人にそう

いう力がないと大学にとってなかなか雇うことができないというのは全く同じ事情なんで

す。そういう意味で言うと、特に産業界に出ていく人材というのは非常に多いので、私は

この大学院教育。特に大学院教育の中で産学共創教育といいますか、社会の中で大学院生

を育てていくという、そういうことの具体的な取組。リーディング大学院とか、あるいは

卓越大学院でもそういうことはやられていますが、これをもっと大掛かりに進めていかな

いと、いい博士人材が入ってき、その人たちを非常にすばらしい人材に磨き上げていろい

ろなところへ送り出していくというシステムにならないので、是非そういう産学共創教育、

一緒に創る教育、こういったシステムを拡大していくということは重要ではないかという
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ふうに思います。 

  以上です。 

 

【上山会長】 

  ありがとうございます。研究者全体の中での女性研究者の割合というのは頭にありません

でしたが、水漏れ現象というのは大きな論点だと思って、これは男女共同参画の方々から

も御提案は頂いておりまして、それの方向性は少し入れたいなと思います。 

  博士人材を社会の中で創っていく。これは前々から小林議員が、企業の中も問題があって、

出島も必要だけれども入り島も必要だと。それは企業全体としてカーボンニュートラルも

含めて社会課題の問題に取り組んでいくときに、どのような人材が必要かという視点の中

で、そういうパースペクティブが重要だということは、前々から小林議員の方からお話を

頂いていまして、そういう意味で産業界と一緒になって創っていくような大学院の在り方

という御意見だと思いますが、大変参考になると思います。ありがとうございます。 

  ほぼ一巡、この研究力の問題につきましては先生方の御意見を頂きましたけれども、よろ

しいでしょうか。もし、これでよろしければ次の話題に参りたいと思いますけれども。 

  五神先生、今突然挙がりましたね。五神先生どうぞ。 

 

【五神委員】 

  さきほど２１世紀ＣＯＥ、ＧＣＯＥの話が出ましたが、リーディング、卓越大学院を含め、

一連の博士人材支援の施策について、私はこれまで全てに何らかの形で関わってきました。 

  一つは、修博一貫の学位プログラムという制度を立ち上げたことです。リーディング大学

院の立案に際し、学位プログラムというものを導入し、大学院で何を学べるのかを明確化

する中で修博一貫でやっていきましょうということになりました。優秀人材を確保すると

いうことの中で施策を考えると、修博一貫というのは非常に重要で、その重要性は今も変

わっていないんです。つまり、修士のとき、学部のときから博士に行きたいなと思えるよ

うな環境づくりが大事であったわけで、それは今でも重要です。 

  しかしながら、今の大学院教育へのニーズはもっと多様化しています。例えば東大の公共

政策大学院では、社会人の人たちが博士を取れるプログラム、国際機関の幹部を狙うため

にはＰｈ．Ｄ．が必要なので、海外からの社会人も含め、そういう人たちを教育するプロ

グラムを立ち上げています。これは官庁、あるいは企業から来るという人たちも含めて非
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常に需要が高まっています。 

  あるいは、もう一つの方向としては、例えば米国などが顕著ですけれども、修士の見直し

が進んでいるようです。オンラインを入れたマイクロマスターなど修士教育を多様なスタ

イルで強化しようとしています。アメリカの大学の場合にはレジデンシャルカレッジなど

が典型ですが、授業料や寮費の収入が経営に直結するので、そういう中で新たな収入源を

いかに確保するかという形での大学院教育のリ・デザインも起こっているわけです。 

  日本の場合も、大学院全体で見たときの規模感を考えたときに、どういうふうに再設定す

るかが大事であって、修博一貫で優秀人材をグリップするということも重要ですけれども、

それだけでは不十分です。 

  もう一つ重要なことは、ＡＩとかデジタルデータ活用の部分の先進人材は、昔のシリコン

バレーでハイテクでベンチャーを作って成長したというモデルとは少し違っていて、もっ

ともっといろいろな人がそこに直接参入できるようになっているわけです。グーグルとか

アップルの中で知をクリエートしている人たちはＰｈ．Ｄ．に限りません。例えば、１０

歳の天才プログラマーが１４歳で大きな会社を起業するというようなことが起こるのがＡ

Ｉとかデータ活用の分野です。そういうものが多様に起こっているという、これまでのリ

ニアモデルではない、パラレルな部分をどういうふうに今回強化していくかということも

第５期のときにはなかった視点で、第６期として考えなければいけないところで、そこに

正に日本が競争できるかどうかの重要なポイントがあるということです。 

  それから、先ほど松尾先生から指摘いただいた企業との協創の中でやる高度化というのは

極めて有効であると私も思っています。今東大のダイキンとの連携では、のべ８００人の

ダイキンの社員が東大に来て、ものすごく充実して満足してくれています。それは単に優

秀な教員との関わりだけではなくて、研究室の中で優秀な大学院生などと一緒にコラボレ

ーションする中で会社とは違った体験ができていて、しかも会社の未来の収益につながる

きっかけをつかめそうだというのです。同時に、東大としては、ダイキン社員の仕事の進

め方などに触れることで、大学の方も事務職員も含めて多くのことを学んで鍛えられてい

ます。そういう意味での、産と学の双方がしっかり関与した協創の形を作っていくという

ことは博士人材強化の中でも重要です。 

  そのときに大学の博士課程が、がらがらですかすかになっていたら、企業の方がわざわざ

大学に来ようとはまったく思わないわけです。そういう意味で、ちゃんと両方を同時に進

めていくことが極めて重要になります。これを緊急にいろいろやらなければいけません。
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今正に変化が激しいので、第６期のときに今までのままではないことをやるべきです。卓

越大学院やＧＣＯＥのようなプログラム型の公募事業がころころ変わる中で、江崎先生も

おっしゃったように、現場の先生も疲れ切っているわけです。このような無駄を繰り返す

ことは避けるべきで、もう少し違った形で実質化することが必要です。 

  ただし、ここで忘れてはならないのは、ＧＣＯＥのときは年間３５０億円予算が付いてい

たんです。今、卓越大学院は７０億円ぐらいです。だから、強化しようと言いながら、予

算については大幅に減少させてきたという現実がある。卓越大学院が、すごく願いを込め

て打ち込んだ割には空振りだったと私が実感しているのは、この予算面の大幅な縮小も大

きな要因なのです。 

  以上です。 

 

【上山会長】 

  ありがとうございます。非常にこれはいろいろなことを考えますと、長期化、持続できる

ようなプログラム形成、それは事務局体制も含めてですが、その辺をどういうふうにする

かということになっていくんだろうと思います。それは今までのゼロサムの世界ではなか

なかできないなというような実感を基本的には持っております。その意味で少しある種の

期待を持って今回のファンドのことを考えております。 

  では、ここで一旦、研究力のセッションを閉じて、次の話題に行きたいと思います。議題

２であります。それは、次期科学技術・イノベーション基本計画の骨子という案でありま

す。これは我々の方でまた改めて骨子（案）を作り直して、事務局からレクに入っている

と思いますけれども、改めてここで事務局からの説明をお願いいたします。では、江崎さ

ん、どうぞ。 

 

【江崎審議官】 

  ありがとうございます。官房審議官の江崎でございます。 

  資料３をお開けいただけますでしょうか。Ａ３で作っておりますので、字が小さければ、

少し広げながら御覧ください。 

  左の上から右に流れる形で説明してまいります。 

  まず今回、次期科学技術・イノベーション基本計画─第６期と言っていいのかどうか分

かりませんが、まず左上の現状認識です。第５期の計画を作ってから何が変化が起きたの
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かというところです。 

  国内外における社会情勢の変化ということで、まずアメリカに始まる自国第一主義の台頭

と。それに伴う国際協調枠組みの弱体化と。ＷＴＯ、ＷＨＯもそうなんですけれども。そ

の一方で地球温暖化とか海洋プラスチックのようなグローバルな環境問題が顕在化してき

たと。その下で、実は先進国を中心に少子、特に高齢化です。認知症も含めて社会保障の

問題がボディブローのように効いてきていると。片や、グローバルＩＴ企業、ＧＡＦＡに

代表される等の台頭と、これに伴う富の極端な偏在化だとか、データ独占への不安という

ことで、非常に世界秩序についての悩ましさが出ていると。 

  そんなところに、ちょっと右の方を御覧いただきますと、そこに新型コロナがやってきた

と。その結果として社会は一変をし、特に開発、薬の開発競争の中で自国第一主義が正に

拍車の掛かるような状態と。そして、経済活動の縮小とサプライチェーンが分断されてし

まったという、社会が大きく変わろうとしていると。 

  一方で、我々の生活も密を避ける生活だとか働き方の改革、テレワークだとかオフィスの

移転が起きつつありますし、特に健康とかセルフケアに関する意識も変わりつつある。こ

れは医療の在り方にも関わってくると思います。 

  そうした大きな変化の中で、一番右ですけれども、実はその中で私どもがやってきたこと。

科学技術基本法の改正をし、総合知への変化を求めようという対応をしました。 

  他方で、デジタル化が非常に遅れてしまっていると。日本ではクオリティの高いデータが

取れるにもかかわらず、残念ながら、レガシーシステムと言われるようにシステムがばら

ばら過ぎてうまく使えないということ。そして、先ほど来ありますように研究力が低下し、

若手研究者の研究環境が悪化したというのが現状のところでございます。 

  また、左の方に戻っていただいて、真ん中辺りですけれども、正に、黒い字で書いてあり

ますけれども、世界秩序の変革期。新型コロナがそれに拍車を掛け、世界は新たな社会の

仕組みや価値観を模索する中で、さて、我々がやるべきことということで、社会のリ・デ

ザインということで設計し直そうと。それがＳｏｃｉｅｔｙ５．０の具体化であるという

ことです。 

  そこには、やはりデジタルトランスフォーメーションが絶対条件として要るだろうと。そ

の結果として、科学的、そして社会的アプローチによって「国民の安全・安心の確保」と

「人類の幸福」、これを目指すんだということがあります。 

  具体的に何だというのが左の方ですけれども、持続性の確保ということです。先ほど来あ
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りますようにカーボンニュートラルとか脱炭素化。特にＳＤＧｓがこうしたものに関わる

わけですけれども、これを達成していくということ。そして、少子高齢化の中で社会の安

定、特に健康・医療です。社会保障の問題も解決し、一方で社会的課題をビジネスチャン

ス。医療でもセンシング技術だとかバイオテクノロジーを使って課題をチャンスに変えて

いこうということの持続性を確保する流れ。 

  そして、もう一つ、強靱性があるということです。度重なる自然災害とかインフラの老朽

化。そして、感染症だとかサイバー攻撃。さらには、経済面で言うと、サプライチェーン

が分断したことに対して国民生活をどう守っていくのか。様々な脅威に対して総合的な安

全保障を実現する。ロバストなシステムをちゃんと作っていくということだと思います。

これが、まず安心なんですけれども。 

  その次に、真ん中にありますけれども、他方で幸せということをきっちり位置づけていこ

うと。特に人生１００年時代。日本が世界で最初にこうした社会に入るわけなんですけれ

ども、多様な幸せの形を実現したい。個人の不安を解消して、多様な自己実現です。特に

子供たちがワクワクし、夢を持てる教育環境を実現したい。その結果として、多様な働き

方を可能にすることによって、生涯学べるような労働・雇用環境を実現すると。そして、

先ほど来ありましたけれども、老若男女にかかわらず社会参画可能。特にやりがいのある

仕事に参画できる仕組みを作っていこうと。そして、社会的弱者。身体・情報もそうです

けれども、当事者として活躍できる。そのためにはリアルとサイバーの役割分担により、

都市であっても、地方であっても、それぞれ発展ができる環境を作ろうということです。

そして、最期まで幸せに生き切る多様な選択肢。これは松尾先生がおっしゃっておられた

社会参加寿命、こうしたものを延伸していくという流れができないだろうかと。 

  一番右ですけれども、そうした社会を作ることは日本のプレゼンスを向上することである

と。先ほどグリーンリカバリーという話が出ていましたけれども、自然との共生、持続可

能性って日本がもともとやってきたことであると。そして、分かち合いの精神。シェアリ

ングだとか共同すること。そして、三方良し。正に自国第一主義を案じてです。そうした

ものを日本の伝統的価値観を踏まえたものを社会像を言語化する。世界に伝える。そして、

科学技術によって世界に通用する汎用モデルとして実現していこうではないかと。この社

会像をＳｏｃｉｅｔｙ５．０として世界と共有し、高い信頼性。さすが日本ということで、

日本がこのイニシアチブを取り、世界と連携していくことを目指そうではないかというこ

とです。 
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  こうした下に、また左の方に戻っていただきまして、具体的に科学技術・イノベーション

政策として、次の５年間で目指すべき社会像ということでまとめていきたいと思いますが、

社会変革を断行するということ。その先に見えた未来への投資を推進するということです。 

  また左に戻っていただきまして、Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０に向けた科学技術・イノベーショ

ンの政策で、また出てきましたが、社会のリ・デザイン（未来像の具体化と実現）のため

の政策で、先ほど来あります、法律を変えても人文・社会を含めた総合知を活用して将来

像を描いていく、シンクタンク機能に持っていくということ。そして、ｅ－ＣＳＴＩに代

表されるように、エビデンスを用いて迅速な企画立案、修正をしていく体制を取ろうとい

うことです。 

  また左下ですけれども、イノベーション力の強化ということです。断行するものとして、

正に菅政権が進めておられますデジタル化、これは必須ですので、やはり政府のデジタル

化、データ戦略をきっちりやっていく。Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇその他の次世代インフラを作

っていくということ。 

  そして、二つ目にありますカーボンニュートラルです。革新的環境イノベーションを持っ

ていく。ムーンショット等を使いながら進めていく。これを日本がリードしようと。 

  そして、（３）安全・安心で強靱な社会を構築していく。脅威に対応するための重要技術

の特定と、もう一つは技術の流出を防ぐということです。これによって日本の地位を確た

るものにしていくということ。 

  （４）にありますように、社会課題の解決に向けた研究開発の推進と社会実装です。総合

知による社会受容性。特にＳＩＰ制度を効果的に使うことによって、知財・標準等を活用

して社会実装するのと国際連携です。国際共同研究をやることによって研究力・技術力で

世界を日本にロックインしていくというような戦略を立てる必要があるだろうと。 

  ＡＩ、量子技術、バイオ、マテリアル等々、基盤分野で国家戦略として着実に伸ばしてい

こうというものです。 

  そして、こういったものを実装するための（５）でありますように、イノベーション・エ

コシステムをきっちり作り、ＳＢＩＲ制度、アントレ教育、こういったものを活性化する

ことによってスタートアップを進める。 

  その完成形として、（６）にあるようなスマートシティ。スマートシティ・スーパーシテ

ィを実現し、水平展開、国際展開をしていこうというのが、まず断行する社会の改革とし

てやりたいと。 
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  そして、右の方ですけれども、それを将来に向かって伸ばしていくための、正に本日御議

論いただきましたけれども研究力、知の拡張とイノベーションとなる研究力を強化してい

こうと。やはり研究システムにおいてもデジタルトランスフォーメーションです。研究の

仕方が変わってくるということです。これのための環境整備をするし、その結果として研

究コミュニティ、こうしたものが変わっていく環境を醸成していこうということです。 

  （２）、これは本日の議論でありましたけれども、多様で卓越した研究環境を再構築して、

若手、女性、そうした方々が活躍できる環境を作り、国際共同研究を推進していくという

ことです。その中で博士課程の処遇の改善、そして人文・社会科学の知識、ファンディン

グの強化等によって進めていこうと。 

  （３）にありますように、そうしたものを支える大学機能と経営力の強化をしていく。こ

れも今日の議論でありましたけれども、個性化、ファンド等によって拡張していこうとい

うものです。 

  最後、一番右下でございますけれども、その未来を見据えた教育・人材育成システムと資

金循環によって、これをしっかり支えていくと。 

  特に（１）にありますように、探求力。子供たちが探求力、答えのないところに答えを見

つけ課題を探せる能力を作る、大人になっても学び続ける姿勢を強化する仕組みを作ろう

と。そのためにはＳＴＥＡＭ教育、そして教師の負担軽減、さらにはＧＩＧＡスクール等

をうまく使い、学び続けるリカレント教育を充実していくと。 

  こういったものを支えるために、実際（２）でありますように資金循環環境を作り、研究

投資目標を設定し、政府資金を呼び水として民間資金を活性化し、大学ファンド等を用い

て、こうしたものを現実のものとしていきたいと。 

  こうした形で次期科学技術・イノベーション計画を作ってみてはどうかという骨子の提案

でございます。 

  私からは以上です。 

 

【上山会長】 

  ありがとうございました。新たな提案をさせていただきました。 

  では、これから早速意見交換を行いたいと思います。約３０分ございます。御意見、御質

問のある方は挙手をお願いいたします。どなたでも結構ですが、最初に江崎さんが挙がり

ました。その次、五神先生です。 
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  江崎先生、どうぞ。 

 

【江崎委員】 

  どうもありがとうございます。 

  どこでも出てくる「デジタル化の遅れ」という書き方がちょっと違和感がありまして、デ

ジタル化は進んでいるんだけれども、デジタル化が目的になっちゃっていて、これを使え

ていないというところが本当の問題だろうと。これも下手をすると、例えばデータの連携

をしなさいとか利用するというようなところが目的になっちゃうと、また失敗するんで、

誤解がないように。 

  デジタル化の遅れというのは、我々は「魂のない」「入っていない」とかという表現をよ

くするんですけれども、これをどう使うかという。デジタル化って手段なので、手段であ

って目的ではないというところを明確にした方がいいのではないかと思います。 

  だから、最後のところではデジタルトランスフォーメーションというのが目的になってい

る。新しい研究開発の形にトランスフォームしなきゃいけない。そのためのデジタルです

よ、デジタル化ですよというところは強調した方が。 

  我々、これまでの失敗というのは、目的じゃない、手段を目的にしている場合が非常に多

いんではないかということをこういう短いところでも気にして書くべきではないかと思い

ます。 

  以上でございます。 

 

【上山会長】 

  ほとんど同じ議論をさせていただいているのは御存じだと思いますけれども、表現の仕方

で「デジタル化の遅れ」というだけでは本来の意図が通じないんじゃないかというような

御意見ですよね。それは非常によく分かります。 

  恐らく書いていくときには、「遅れ」というタイトルがあったとしても、内部では実際の

本来のデジタル化というものに行かなかった背景として、旧来のものにデジタルが入って

しまったんだという、そういう意図は書いていくことにはなると思います。ただ、表現は

少し気を付けた方がいいという御指摘、ありがとうございました。 

  では、次は五神先生どうぞ。 
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【五神委員】 

  ありがとうございます。骨子の概要、非常に流れもよくて、いい形で、５期とは違ったイ

メージになりそうな、期待が持てるものになったと思います。 

  ただ、今の江崎先生の話とも関係しますが、何をするかということの目的設定で、手段と

目的が交ざらないようにすることが極めて重要です。私たちが先導的に世界に伝えてきた

デジタル技術、あるいはスマート化を使ったことによって社会がパラダイムシフトして、

その結果としてインクルーシブでサステイナブルな社会を実現するんだというのがＳｏｃ

ｉｅｔｙ５．０の方向性です。 

  ではそれを日本の中だけで資源循環を起こしながらやりましょうということですと、多分

今までと同じことしか起こらないと思います。難しいところは難しい。それで、何かアリ

バイを残さなきゃいけないという中で、デジタル化を進めなきゃいけないということです

と、先ほどの江崎先生の御懸念のような本末転倒は避けなければいけません。 

  そういう意味で見ると、日本を社会変革が起こることの先進モデルとすることが重要で、

世界から見て日本が社会変革を実装するテストベッドになっているなと見えるような姿を

この５年間で具体的に見せるべきだと思います。それによって世界の知と人材とお金が日

本に流れ込むような形を作るのです。そのためには、もちろん日本からどんどん、もっと

今まで以上に外にも出ていかなければいけないと思いますが、世界の中で日本が際立って

いくようなことを見せる必要があります。 

  ちょうど第６期の最終年の２０２５年に大阪・関西万博があるわけです。それをショーケ

ースとして何を示すのか。そのためにこの５年間はこういうことをやりますということを

言うべきです。そこが閑古鳥が鳴いたら失敗ですが、物すごくにぎわって─サイバー空間

上でにぎわうことになるのかもしれませんけれども、そういうことになるというのが見せ

られるような形で書くと、ここに書いてあるものの目的が明確化するのではないでしょう

か。そして、その中で大学は今何をしなければいけないかと言っていただくと、博士の話

も非常に分かりやすくて、意味のある形で前に進めるだろうと思います。テストベッドと

して世界から見て魅力のある日本列島、デジタルアイランド、スマートアイランドをどう

作っていくのか。それが単にデジタルになるだけではなくて、人にとっても「幸せ」だと

ここに書いていただいたことは極めて重要で、そのための戦略であるはずです。 

  だから、先ほどの文と理を分けて綱引きというのは意味がなくて、文理のど真ん中に最優

秀人材を流し込むような大学教育の変革が大事だと言ったのは、そういうイメージの中で、
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その先の１０年を支える人材をどう仕込んでおくかということもやっておくということで

す。そんな学校があったら面白いので、世界中の若者も来てくれるかもしれません。 

  今欧米のモデルはかなり挫折感があるので、この５年間はチャンスです。そういう形で、

最後に１段落くらい、そういう夢というか、どういうものを達成するかということを書き

こんでいただけるとよいのではないかと思うので、是非お願いしたいと思います。 

 

【上山会長】 

  ありがとうございます。いや、もう本当にそのような問題意識を持っています。ただ、表

現するときに「テストベッドとなって」というようなことをどのような言葉にするのかは

検討させてください。そのようなものを日本の中に作るべきというような形になっていく

んだろうと思いますが、今の骨子（案）の中ではなかなか読み取れないとは思いますけれ

ども、これは前々から五神先生に大変御指導いただいておりますので、そのような形でや

っていきたいとは思っております。 

 

【五神委員】 

  日本列島全体がテストベッドになるようなイメージです。 

 

【上山会長】 

  分かっております。デジタルアイランドのお話も含めて、ちゃんと受け止めております。 

 

【五神委員】 

   よろしくお願いします。 

 

【上山会長】 

  ありがとうございます。 

  それでは、次は小林議員が挙がりましたか。小林議員、どうぞ。 

 

【小林議員】 

  １点だけ申し上げます。骨子でエビデンス・ベースド・ポリシー・メイキングに触れられ

ていて、正にそのとおりだと思うんですが、２０２５年を目指すこの第６期基本計画とし
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ては、むしろ「フォーキャスト・ベースド・ポリシー・メイキング」というか、未来予測

からのバックキャストの必要性も強調したいと感じます。今までもずっと議論されている

わけですけれども、「２０５０年にはこうあるべし。そのためには２５年に向けて何をす

るべきか」、そういうバックキャスティング手法が一層重要になっていると思います。も

しグレート・リセットなりリ・デザインなりが必要であるとするならば、ターゲットとす

る２０５０年からのバックキャスト。別の言い方をすれば、科学的なフォーキャストをベ

ースにしたポリシーメイキングが不可欠だと思うので、その辺の文章を入れ込んでいただ

きたいなと思います。 

  以上です。 

 

【上山会長】 

  大変共感するところです。各国、フォーキャストの調査を相当やっていますが、日本は随

分後れているなと、この分野における政策決定の在り方に関してですが。それはやがてで

きればいいなと思っているシンクタンクの一つの大きな柱になろうかなとは思っておりま

す。 

  それで言うと、前々からこの木曜会合の中では２０３０年、５０年という社会からのバッ

クキャストの話は随分させていただいておりますけれども、２０２５年の大阪万博という

ことが一つのメルクマールになるというのは五神先生の御意見で、これは確かに、何年ま

でに何をやるかみたいなのまで書き込みたいなということを事務局の方では言っています

ので、それがうまくいっているかどうかはそこで評価を受けるという形になろうかなとい

うふうには思います。その意味でフォーキャスト的な視点をちょっと、表現も含めて入れ

るべきかなと今思いました。ありがとうございました。 

  では、久能委員どうぞ。 

 

【久能アドバイザー】 

  久能です。 

  今の一枚にまとまっているんですけれども、どこが日本でしかやっていないかというのを

是非出してほしいなと思います。といいますのは、ほとんどの部分が、私多分５年前ぐら

いにアメリカで見たような気がするので、是非日本でしかやっていないところというのを

出してほしいと思いました。 
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  それから、イノベーション会議ですので、やっぱりイノベーティブな物の言い方、出し方

というのを是非工夫をお願いしたいと。 

  それから、どなたかもおっしゃっていますけれども、ここに「何のために」とか、「そう

したらどうなるんだ」というビジョンの部分が欠けているような気がいたします。ここは

なかなか難しいとは思うんですけれども、何のためにインクルーシブが要るのか、ダイバ

ーシティが要るのか、イノベーションが要るのかということで、例えばですけれども、非

常に飛んだ言い方をしてしまいますけれども、「２０５０年世界平和のために」とか、

「核も二酸化炭素もない世界」とか、何か日本しか言えないところで大きな目標というの

を。まあ、アメリカでよくレジリエントワールド２０２０というのをやっていたんですけ

れども、何かキーワードで、全ての人が言えるようなことを作っていただけると有り難い

なと思いました。 

  それから、私が先ほど五神先生のおっしゃった中ですごくキャッチーだなと思ったのは、

「スマートアイランド」とおっしゃったと思うんですけれども、例えば「スマートアイラ

ンド・フォー・ポスト・アントロポセン」みたいな、「ポスト人新世のためのスマートア

イランド」というような、何か誰も世界で言っていないということと、日本の特徴、アイ

ランドというのが特徴ですので、をかけた、これはマーケティングのやり方でもあると思

うんですけれども、是非、全部とは言いませんので、どこかでリスクテイクをしてくださ

ると面白いかなと思いました。 

  というところです。 

 

【上山会長】 

  大変示唆に富む御指摘だと思います。我々の方でも結構いろいろな議論はしているんです

けれども、もうちょっと大きな時代を画するようなメッセージ性みたいなものですよね。

これ実はなかなか言葉は難しいんですが、平和というのがいいのかどうか分かりませんけ

れども、日本的、日本が打ち出すスローガンとして少し考えさせていただきたいと思いま

す。ポスト人新世の話も一つはあるかもしれませんね。どうもありがとうございました。 

  では、その次は松尾先生が挙がっていますか。 

 

【松尾議員】 

  では、短く申し上げます。 
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  今久能さんとか、それから小林議員もおっしゃったように、私、この本文の方では随分い

ろいろなことが書き込まれているんですが、多くの人は、まずはこの概要を見るというと

ころで、次は何やるんだろうと。それで、これは目隠しして、これは例えばほかの国から

こういう案が出てきたときに、これ一体どこの国のビジョンだろうというのは今のままで

は分かりにくいかなという気がちょっとしています。 

  それで、私は医療に関わっている者なので、自分たちが目指す世界ってどんなところだろ

うかというのは、やっぱりこれから長生きもするわけですが、下手をすると、ちょっと言

い方は悪いかもしれませんけれども、非常に貧乏なお年寄りが増えて、非常に苦しい目を

してのたうち回りながら一生を終えるみたいな、下手するとそんな社会になりかねないの

で、私は江崎審議官の書かれた一番真ん中のところというのは、実は日本が強調するとこ

ろでは非常に重要だと。 

  私はそういう意味で、高齢で体の機能が衰えたり何かしても、それはいろいろなサポーテ

ィブな、科学技術の力でなっていくでしょうし、それから何よりも大事なのは、そういう

社会参加寿命を延ばして、社会と関わって生きていくということは人間にとって一つの幸

せの形だと思いますので、そのためには社会全体を変えていく必要があると。これは産業

力もそうですし、社会の仕組みもそうなんですけれども。 

  ＣＳＴＩの方で、例の「トランスフォーマティブ・イノベーション」というふうな言葉も、

これ社会丸ごと変革みたいなことですよね。今議論されているのは、その目的は何かって、

やっぱり日本に生まれたら、あるいは日本に来たら、ちゃんと真面目にやれば本当に一生

満足して終えられるみたいな、そういう意味で「社会参加寿命の延伸」というふうに言っ

たんですが、とにかく日本がやることの特徴というのを、これも江崎さんが苦労されて非

常にうまくまとまっているというふうに思うんですが、もう一つパンチ力を出すとするな

らば、これ見たら、国の名前は書いていなくても、何語で書かれていても、これ日本だな

と思えるようなものがあるといいなという感じがいたしました。 

  以上です。 

 

【上山会長】 

  ありがとうございます。この真ん中の「多様な幸せのかたち」というのは江崎さんが非常

に思いを込めて提案してくださって、これいかにも行政官だなと思って私は非常に学んだ

ところがあるんですが、これを見ながら、今日も実は話も出ましたけれども、世界に出て
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くるときのフレーズとして日本というものの在り方をどういう言葉で書いていくのかとい

うことが非常に難しいんだろうなとは思っております。 

  Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０だけではいけないんだろうと。Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０の中身をどの

ような、一つの大括りのイメージで表現できる方法、また、それが実際に政策の中で落と

し込んでいくことができると誰もが思うようなもの、そういうことを今模索している最中

ですが、今日一つの、様々な形でヒントを頂きました。その方向について、また内部で頂

いたもので議論をさせていただきたいと思います。大変有り難いと思います。 

  ほかの先生方はいかがでしょうか。ちょっと見えませんが、お手が挙がっているんでしょ

うか。 

  大きなところで、我々も結構内部でいろいろな試行錯誤をしてここまでやってきたわけで

すけれども、大きな課題としては、落とし込める最後のフレーズ、最後の方向性みたいな

ところまで来ているというふうには理解、考えております。 

  今手が挙がっているのは江崎先生ですか。江崎委員どうぞ。 

 

【江崎委員】 

  先ほどの五神先生の日本を先進アイランドというのは、実はｉモードがはやった頃にビ

ル・ゲイツも日本を研究所という扱いだったんです。つまり、研究所というところは非常

にハイエンドのところをやっていくと。これが世界に出ていくときに商品化をされて、コ

ストダウンしたりということになるので、研究所ではコストはある意味高いんだけれども

非常に面白いことをトライしていると。これをどうやって事業化するというのが、グロー

バルなマーケットを取っていくというのが１０年から２０年前ぐらいに起こっていたこと

だと思いますけれども、これがアメリカと中国にちょっと持っていかれているというのが

現在だとすると、御指摘のとおり、科学技術の非常にパラダイスのような、かつここに中

立性とかというところを持ってくると海外からの人材が日本に来ると。日本では非常に自

由に研究の共同活動ができるというような環境というのは、日本が持っている非常に大き

な財産であるし、宝ではないかというふうに思いますけれども。 

 

【上山会長】 

  ありがとうございます。五神先生もちょっとおっしゃいましたけれども、基本的にここの

場に来ることに非常に大きな魅力を感じる。人間、人としてもというか、実際に来るとい
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うことと、それから海外の資金がこの中に急速に集まってくるような、そういう方向性を

出すべきではないかなとは思っていて、今日の何人かの先生方からの議論というのは、そ

ういうある種国際マーケティングのようなことも考えた上でのこの基本計画の書き方が必

要じゃないかと、そういう御指摘だったと思いますし、それが具体的に実際に動いていく

姿を見せていくべきだということだったと思います。それは、ほぼ同じようなことを考え

ながらも、なかなか内部では苦しんでいるところですので、それについてまた御意見を頂

きたいと思いますが、ほかの方々はいいでしょうか。 

  五神先生どうぞ。 

 

【五神委員】 

  度々すみません。日本の優位性というか、日本ならではというところでは世界における中

立性とか、そういうところが重要だと思います。それから日本の国土の上でデジタルアイ

ランドとかスマートアイランドを先進的に示すべきと先ほど言いましたけれども、日本で

は津々浦々まできちんとデジタル環境を整備することが可能であるし、それを動かすため

のリテラシーを持った人が存在しているわけです。そのために、戦後の学制改革で４７都

道府県全部に作った国立大学も活用できるのです。 

  そうしますと、例えばシンガポールとかエストニアのような都市国家や小規模な国家にお

けるデジタル政府とは違った意味で、国土全体をスマート化してデジタル社会を実現する

というモデルのテストベッドになるはずです。日本の大きさの規模で、面積としてはカリ

フォルニア州とほぼ同じですけれども、例えばネットワーク環境の密度の細かさとか高度

さを見ると、これは世界にない例になっています。それを生かしてデジタル環境の整備を

実践することで、日本の中でまずインクルーシブに地方と都市の格差が減っていくという

ようなことを示すと、それは外にも輸出できるようなモデルになり、それを先行的に開発

したいというビジネスモデルを作るための場になり得ます。第６期の中で、そういうふう

に踏み出したと、そういう国になったということを示して、その先行事例を大阪・関西万

博で示すというような形で設定できると、書いていただいた概要の出口としては非常に魅

力的になるのではないかというアイデアであります。 

 

【江崎審議官】 

  先生よろしいですか。今重要な御指摘を頂きましたので、まとめている方から。 
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  今回は骨子ということで項目が中心なんですけれども、今五神先生が御指摘いただいたこ

とは、恐らく今後日本の最大の強みになるだろうなと思っております。 

  特に健康・医療分野をやってきた者として申し上げますと、１億人に上る人口に対してき

っちりデータを取れるかどうかというのは、今後医療分野のＡＩにとっては正に一番大事

なところになってきます。特にＡＩを作るときの教師データと言われる、ベースになるよ

うなアルゴリズムが作れるかどうか、それが肝になってきますから、恐らくこういう分野

の研究は日本でなければできないというような、そういう環境ができてくると思います。

正に五神先生がおっしゃったように、津々浦々まで情報が取れて、しかもその情報の質が

高いということは「２１世紀の石油」と言われるデータの世界を日本がリードすると。そ

んな形に持っていきたいというふうに思っております。 

  以上です。 

 

【上山会長】 

  ありがとうございます。今永井先生から、タイミングよく医療のことですけれども、永井

先生、手が挙がっておられますか。 

 

【永井委員】 

  ありがとうございます。全体的によくまとまっていると思うのですが、一方で、何かが足

りない。何かというのは、哲学的なことと思います。今回のコロナの問題とか高齢社会の

問題を見ていると、どうも日本人は理論的に対応できないことに対応する方策に弱いので

はないかという気がいたします。デジタル革命と関係がありますが、情報を集めて試行錯

誤をすると言うより、理屈で攻めて一点突破・全面展開のような方策を取りがちと思いま

す。それには複雑な問題に対応するマインドセットが重要です。そのためにこそ、イノベ

ーションであったり、デジタルトランスフォーメーションが必要ということで世界は動い

ていると思います。その辺りの教育をどうするか。社会自体も変わらないといけないと思

いますし、人文・社会系との連携も必要ですが、正に運命に翻弄されないようにはどうす

るかという教育です。それがあって、社会のリ・デザインとかデジタルトランスフォーメ

ーション、イノベーションの問題が出てきます。文書を起こすときに、そこをきちんと押

さえておいていただきたいと思います。 

  以上です。 
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【上山会長】 

  御指摘いただいたのは、本当に同じ問題意識を持っている。そのために初等中等まで踏み

込もうとしておりますけれども、書くときに、実際に文書に起こすときにそういうことが

きちんと見える形というんですか、説得的に書けるかというのがもう一つの課題になると

思います。それがまた文章化したときに、御覧になっていただきますけれども、それに応

じてそこのところの表現力の課題みたいなことも含めて御指摘いただければいいかと思い

ます。よろしいでしょうか。ありがとうございました。 

  それでは、ほかの方々、もし御意見がないようでしたら、この辺りでセッションを閉じた

いと思いますが、いかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

  では、たくさんの御意見を頂きました。大変今日は有り難いなと思っております。また、

基本計画につきましては、さらに御意見等ありましたら、是非とも我々の方にメールでも

何でも結構ですから、送っていただければ幸いでございます。１１月２５日までにメール

にて御提出を是非ともお願いいたします。 

  今ちょうどカメラが入りました。結構長い間、こんなに２時間以上にわたって井上大臣に

付き合っていただけるとは思いませんでしたけれども、結構密な濃い議論になりましたの

で、ここで井上大臣から御感想も含めてコメントを頂きたいと思いますが、どうぞよろし

くお願いいたします。 

 

【井上大臣】 

  本日、長時間にわたりまして、本当にありがとうございました。私も大変関心を持って、

そして先生方の有意義な御意見をじっくり聞かせていただきました。本当に参考になりま

した。 

  とりわけ研究人材の育成と活用、これについても御議論を頂きましたけれども、大切なん

ですけれども、様々な課題もあって今までなかなか本格的に改善できずに不十分であった。

この部分に危機感を持って真剣に取り組んでいかなければならないというふうに考えてお

ります。 

  そして、次期基本計画の骨子につきましては、本日の先生方の御議論も踏まえて改善をし

て、Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０の概念、真髄を国民の皆様としっかり共有した上で、その具現

化を一層進めてまいりたいと思います。 
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  ということで、次回の会議では次期基本計画の素案について審議を頂く予定ですので、こ

れまでの１年半の議論を素案に集約し、更に突っ込んだ議論をしていただきたいと思いま

す。 

  なお、先ほど言及もありましたけれども、次期基本計画の最終年度には私が担当しており

ます２０２５年大阪・関西万博も開催されます。これを国を挙げて次期基本計画を実行し

て、万博のテーマである「いのち輝く未来社会のデザイン」、これを科学技術・イノベー

ションの力で具現化をしてまいりたいと思いますので、こちらの方もどうぞよろしくお願

いいたします。 

  ありがとうございました。 

 

【上山会長】 

  井上大臣、どうもありがとうございました。 

  珍しく予定した時間よりも早く終わりそうだということでありますが、でも、今日はその

割には大変密な意見交換ができたと思っております。喜んでおります。ありがとうござい

ました。 

  次回の会合は、１２月１４日を予定しております。詳細は事務局から御連絡を差し上げま

す。 

  本日の議事録につきましては、後ほど事務局より各委員、メールにて紹介をさせていただ

いた後に公開とさせていただきます。 

  それでは、長時間、２時間半近くにわたってお付き合いを頂きまして、心からお礼を申し

上げます。これにて第１０回の科学技術・イノベーション基本計画の専門調査会議を終了

とさせていただきます。どうもありがとうございました。 

－了－ 


